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1巻頭言

巻 頭 言

現在、地震に対して免震は安全であるだけでなく、

震災後の建物機能を維持するうえでも、最も優れた

構造であることに疑問の余地はありません。ところ

が、ある特殊な状況下では免震は耐震に比べ不利に

なる場合があります。すなわち、近年、強震観測体

制が充実し、標準的な強震動であり短周期のランダ

ム波が卓越するエルセントロ波や告示波とは大きく

性質が異なる強震記録が多数得られるようになりま

した。その典型的な3つの例として、長周期地震動

と、震源近傍の強震動である指向性パルス、および

フリングステップがあります。長周期地震動は2003

年十勝沖地震による苫小牧市の石油タンクの火災事

故ですっかり有名になり、例えば本会誌66号の巻頭

言で実大免震実験とともに説明されています（中島、

2009）。一方、指向性パルスは（キラーパルスや長周

期パルスとも呼ばれます）、1995年兵庫県南部地震

による神戸市の強震記録や大被害で良く知られるよ

うになりました（例えば、久田、2008）。そこで、こ

こで特に紹介したいのは、免震にとって最もやっか

いなフリングステップです。

フリングステップは、1999年台湾・集集地震で地

表断層の直上で観測された強震記録と、その特徴的

な地震被害で注目されるようになりました。フリン

グステップ（Fling Step）とは地表断層運動に起因して、

永久変位を伴う大きなすべり変位を意味します（例

えば、久田、2008）。図と写真はその一例を示しま

す。図（右）は地表断層の直上である台湾・石岡市で

観測された加速度記録を2回積分して変位波形にし

ており、約5秒間で最大約10mまで一方向に変位す

るステップ関数状の断層すべりを記録しています。

速度波形では平均は約2m/sで、最大で約4m/sにも達

しました。図（左）は5％の速度応答スペクトルです

が、周期1秒以下の短周期成分は小さいですが、周

期数秒以上の長周期で告示レベルを大きく超えてい

震源近傍の強震動と免震

久田　嘉章工学院大学　教授

ます。すなわち、ガタガタと揺れる短周期地震動は

小さいのですが、ずるずると地面が地表断層のすべ

りの向きに大きく移動し、結果として長周期が卓越

する地震動となっています。さらに、写真は地表断

層直上の建物被害を示しますが、地表断層の大きな

すべりに加えて、それに付随する地盤変状（移動や

傾斜）によって建物が引き裂かれたり、大きく傾いて

おり、免震にとって極めて厳しい条件がいくつも重

なることになります。仮にこのような危険な活断層

直上という条件の建設サイトがある場合、免震にす

るよりもむしろ強固な耐震構造とし、仮に建物が傾

斜した場合、ジャッキなどで元に戻すことを考えた

方が現実的ではないでしょうか？

免震構造は殆どの場合、地震に非常に優れた特性

を持っており、ぜひとも全国的にもっと推進すべき

だと思います。一方、1995年兵庫県南部地震の後、

全国の約100の活断層が調査され、その位置や危険

度（発生確率やすべりの量など）などのデータが公表

され、今では誰でも容易に知ることができるように

なりました。さらに強震動研究の発展より、精度に

ばらつきはありますが、活断層の直上ではどのよう

な強震動となるのか、予測することも可能になって

います。ぜひ、構造技術者には活断層やそれに伴う

強震動の特性や危険性にも注意を払って頂きたいと

思います。現在、本協会の入力地震動小委員会では、

2年後をめどに設計用入力地震動作成手法のガイド

ラインの改訂を予定しています。現状の設計用地震

動作成法を大きく変えることはないですが、フリン

グステップをはじめ、長周期地震動や指向性パルス、

あるいは液状化など、特殊な条件での注意すべき点

を解説したいと考えています。どのようにしたら、

使いやすく、有用なガイドラインとなるのか、多く

の方々より意見を頂きたいと考えています。機会が

ありましたら、お近くの委員にお声掛けください。
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巻 頭 言

図　図1999年台湾・集集地震で観測された石岡市における強震記録（変位波形と速度応答スペクトル）

写真　1999年台湾・集集地震の断層直上における建物被害

01_巻頭言.qxd  10.11.15 3:50 PM  ページ 2



3免震建築紹介

1 はじめに
本計画は、地下鉄七隈線福大前駅に近接する「福

岡大学病院」の既存本館の狭隘化により、診療棟の

増築を行うものである。新館は下記の基本方針に沿

って計画された。

・高度化・多様化する医療ニーズへの対応

・病棟・外来患者のアメニティへの配慮

・大学病院として、地域の中核的医療センターと

しての役割を考慮した施設計画

・21世紀の医療のため、将来の弾力的な対応が

可能なフレキシブルな施設計画

2 建物概要
建　築　主：学校法人福岡大学

建　設　地：福岡県福岡市城南区

設計・監理：株式会社日本設計

施　　　工：株式会社竹中工務店九州支店

用　　　途：病院

敷 地 面 積：138,343m2

建 築 面 積： 6,138m2（新館 4,715m2）

延 床 面 積： 29,413m2（新館 26,397m2）

階　　　数：地上7階　地下2階　塔屋1階

軒　　　高：29.90m

構 造 種 別：上部　鉄筋コンクリート造

（一部　S造、SRC造）

：下部　鉄筋コンクリート造

基 礎 形 式：直接基礎

建築計画

新館は、外来部門の2/3強の新築移転と、204床

の病棟を合わせた計画である。

構成としては、B1階が機械室、厨房等、1～3階

が外来、検査部門、4～7階が病室となっている。

免 震 建 築 紹 介

福岡大学病院　新館

写真1 全景

西川 耕二
日本設計

清水 謙一
同

写真2 アトリウム内観

図1 配置図
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建物北側には、開放的なアトリウム空間を設け、

福大前駅から、新館を通り本館まで連続する動線と

している。また、周辺環境を活かした病棟配置とし

て、油山、五ヶ村池、中心市街地への眺望を確保し

ている。

今回計画には、免震建物である新館の他にも、地

下鉄福大前駅から本建物へのアプローチとして「福

大プラザ」、東側にメディカルフィットネス、講演

会ホールを有する記念会館として計画された「福大

メディカルホール」が含まれる。福大プラザ、福大

メディカルホールは、耐震構造（重要度係数1.25）

として計画しており、地下1 階にEXP.Jを設けて、

構造的には独立した建物である。

3 構造計画概要
新館は地震災害時における拠点病院として、地震

時における入院患者の心労を防ぐとともに、大地震

後においても構造部材に損傷が生じず、高価な医療

機器や情報機器等を含め、病院機能が維持可能とな

るよう免震構造を採用した。

平面形状は、1階～4階でX方向が8.0m＋6.2ｍ×

14スパン、Y方向が9.3m×5スパンで、整形な形状

をしているが、4、5階で順次セットバックし、6、7

階が病室の基準階となる。階高は1、2階が4.50m、

3階5.50m、4階4.2m、5～7階4.0mで、軒高29.9m

となっている。

構造種別は、鉄筋コンクリート造を基本とし、北

側のアトリウム部分は、軽快な空間となるよう鉄骨

造としている。構造形式は、地下1階は耐震壁を有

するラーメン構造とするが、地上部分は純ラーメン

構造として内部空間のフレキシビリティを高める計

画としている。

基礎は、直接基礎で計画し、GL-8.0ｍ付近から出

現する強風化花崗岩のうちN値20程度を示す層を

支持層としている。

4 MENSHIN NO.70 2010.11

図2 平面図

図3 断面図
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4 免震設計概要
免震部材は、地下１階の床下に配置した基礎免震

構造であり、支承材として、φ 700～φ 1000の天然ゴ
ム系積層ゴム（G0.34）、減衰材として積層ゴム一体型

の鋼材ダンパーと別置型の鉛ダンパーを併用してい

る。積層ゴムは2次形状係数を5.0以上としている。

免震層は、免震周期4秒以上、降伏せん断力係数

0.03程度を目標とした。

上部構造はセットバックしているため偏心が大き

いが、初期状態から大変形時まで免震層の偏心率が

小さくなるように、支承材、減衰材を適切に配置し、

剛心が上部構造の重心と一致するようにした。

地震荷重に対しては、表2のように地震動レベル

に対応した検討を行う。設計用地震荷重は予備応答

解析により決定し、B1階のベースシェア係数をC
B
＝

0.12とした。

躯体クリアランスは免震部材の性能限界変位であ

る600mmを確保する。

免震層の復元力特性を図6に示す。極めて稀に発

5免震建築紹介

生する暴風による層せん断力が、鉛ダンパーの降伏

層せん断力以下であり、鉛ダンパーが降伏しない設

計としている。

図4 構造パース

図5 免震部材配置図

免震部材表

記号 ゴム径
(mm)

700

800

900

1000

種　別

RB700

RB800

RB900

RB1000

個数

28

23

15

3

RB700+SUD8

鉛ダンパー

RB800+SUD8

RB900+SUD8

RB1000+SUD8

LD

700

800

900

1000

SUD45x8

SUD45x8

SUD45x8

SUD45x8

2426

3

3

8

10

21

記号 ゴム径(mm) ダンパー種　別 個数

天然ゴム系
積層ゴム＋
鋼製ダンパー

積層ゴム
天然ゴム

表1 免震部材表

 稀に発生する地震動 極めて稀に発生する地震動

上

部

構

造
 

免

震

部

材

短期許容応力度以内 
層間変形角 1/500 以下 

安定変形以下 
せん断歪 200％（0.28m）以下 
引張応力が生じない 
ダンパーの累積塑性限界変形量に
対して安全率 2.0 以上（600cm） 

弾性限耐力以内 
層間変形角 1/300 以下 
最大加速度（病室）250cm/s2以下 

性能保証変形以下 
せん断歪 250％（0.35m）以下
限界引張強度 1.0N/mm2以下
ダンパーの累積塑性限界変形量
に対して安全率 1.5 以上（800cm） 

表2 設計性能目標

写真3 鋼製U型ダンパー一体型積層ゴム

写真4 鉛ダンパー

図6 免震層の復元力特性
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5 地震応答解析
入力地震動は表3に示す7波とし、告示波3波、

観測波3波の他にサイト波を作成し検討している。

告示波、観測波は、地域係数Z＝0.8を考慮して

いる。

サイト波は、計画地に強い影響を与える想定地震

として、活断層による想定警固断層地震を採用して

いる。採用した設計用入力地震動の応答スペクトル

を図8に示す。

振動解析モデルは免震層下部を固定として、各階

及び塔屋を1質点に集約した10質点系の等価ねじれ

せん断型モデルである。

極めて稀に発生する地震動による最大変位は0.30m

であり、性能保証変形0.35m以下となった。また上

部構造の層間変形角は1/300以下、応答せん断力は

短期許容応力度以下、病室の加速度は250cm/s2以下

となった。

また、積層ゴムの面圧は、最大18.6N/mm2、最小

-0.8N/mm2である。ダンパーの累積塑性変形は、鋼

材ダンパーが282cm（η=117）、鉛ダンパーが523cm
（η=714）であった。
以上より設計性能目標を満足することを確認した。

6 おわりに
本建物は順調に工事が進捗し、平成22年9月に竣

工し、平成23年1月に開院予定です。本建物の設

計・監理にあたり福岡大学関係者の皆様からご指導

とご助言を頂きました。また、ご協力いただいた工

事関係者に深く感謝の意を表します。

6 MENSHIN NO.70 2010.11

図7 警固断層帯の位置図
（出典：地震調査研究推進本部）

最大速度
（m/s）

最大加速度
（m/s2）

最大速度
（m/s）

最大加速度
（m/s2）

計算時間
（秒）

稀に発生する地震動極めて稀に発生する地震動

地震波

告示波1
（JMA神戸 NS位相）

告示波2
（八戸 NS位相）

告示波3
（ランダム位相）

サイト波
（福岡県北西沖位相）

El Centro 1940 NS

Taft 1952 EW

Hachinohe 1968 NS

2.86 

3.07

2.76

6.30

4.09

3.97

2.68

0.46

0.42

0.42

0.76 

0.40

0.40

0.40

―

―

―

―

2.04

1.99

1.33

―

―

―

―

0.20

0.20

0.20

60

60

60

60

54

54

51

表3 入力地震動

図8 応答スペクトル

図9 応答解析結果
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7免震建築紹介

1 はじめに
東京都清瀬市にある大林組技術研究所内に、全研

究員のための研究所を新築する計画であり、安全安

心施設を実現するため、スーパーアクティブ制震

「ラピュタ2D」を世界で初めて採用した。スーパー

アクティブ制震「ラピュタ 2D」は、免震建物にア

クティブ制御力を加えることで、建物が空中に静止

するかのような状態を実現する技術である。

2 建築計画概要
2.1 建物概要

所 在 地：東京都清瀬市下清戸4-640

建 築 主：株式会社大林組

設 計 者：株式会社大林組一級建築士事務所

監 理 者：株式会社大林組一級建築士事務所

施 工 者：株式会社大林組東京本店

建物用途：研究所

階　　数：地上3階、塔屋1階

建築面積：3,370.51m2

延べ面積：5,535.38m2

軒 高 さ：13.692m

最高高さ：16.092m

2.2 建築計画

本建物は、研究員が一堂に会し、互いに交流、刺

激しあうことのできるワークスペースとしての新し

い本館である。1階はエントランスホールや講堂、2

階は200名程度を収容できるワークスペースを配置

し、3階はワークスペース上部が吹抜となっている。

東西方向（X方向）96.85m、南北方向（Y方向）33.5m

の整形な平面形状である。

3 構造計画概要
3.1 構造計画

上部構造は S造ラーメン構造とし、東西方向

18.0m× 5スパン、南北方向 19.8m～ 16.2m+8.1m+

5.0mの3スパン、階高は1階5.5m、2～3階4.0mで

ある。ワークスペース部は 18.0m×16.2mのロング

スパン架構を実現するため、梁はS造、柱は超高強

度鋼材（Fu=780N/mm2）と超高強度コンクリート

（Fc=160N/mm2）による超高度CFT造柱とした。免震

免 震 建 築 紹 介

大林組技術研究所本館テクノステーション
スーパーアクティブ制震「ラピュタ2D」

写真1 建物全景

写真2 ワークスペース

山中 昌之
大林組

遠藤 文明
同

渡辺 哲巳
同

勝俣 英雄
同

蔭山 満
同

佐野 剛志
同

吉田 治
同

02_02_建築紹介_大林組.qxd  10.11.24 3:13 PM  ページ 7



層直上の梁は、積層ゴムアイソレータおよびアクチ

ュエータの反力を受けるためSRC造とした。図1に

上部構造の構造フレームを示す。また、ワークスペ

ース上部には、スリムクリート（高じん性高強度モル

タル）を用いたスレンダーなブリッジを配している。

基礎は 1FL-7.0m付近の武蔵野砂礫層を支持層と

する直接基礎（独立基礎）とした。

3.2 免震層の構造計画

免震層は、天然ゴム系積層ゴムアイソレータ16台

（φ800～φ1100、S2=4.0～5.1）、オイルダンパー8

台（各方向4台）、アクティブ制御装置4台（各方向2

台）をバランスよく配置した。図2に免震層のレイア

ウトを示す。

免震層の長周期化がアクティブ制御力の低減に有

効であるので、免震層の一次固有周期を約5.2秒と

した。長周期化を実現するために、天然ゴム系積層

ゴムアイソレータの長期許容面圧を座屈面圧の 0.3

倍以下と設定した。

また、等価減衰が20%程度となるようにオイルダ

ンパーの性能を決定した。

4 スーパーアクティブ制震構造の概要
4.1 スーパーアクティブ制震構造の概要

スーパーアクティブ制震構造は、図3に示すよう

に、天然ゴム系積層ゴムアイソレータとオイルダン

パーからなるパッシブ免震システムと、アクティブ

制御装置で構成される。

地震が起こると、建物と地面に設置したセンサー

が地震力を感知し、コンピューターに情報を伝える。

コンピューターは最適な制御力を瞬時に求め、アク

チュエータに指令を出す。アクチュエータは指令に

基づき地盤が動いた分だけ、建物を反対方向へ動か

す。その結果、建物は位置を変えることがなくなる。

地面の揺れに影響されず、言わば建物が空中に静止

するかのような状態を実現することができる。

従来のパッシブ免震システムでは、概ね地面の揺

れの1/3から1/5までに建物の揺れを低減することが

可能であるが、スーパーアクティブ制震構造では、

1/30から1/50まで低減することが可能となる。

4.2 アクティブ制御装置の構成

図3に示すように、アクティブ制御装置は、装置

バネをアクチュエータの建物側に、トリガー機構を

アクチュエータの地盤側に直列に配置する構成とし

た。アクティブ制御装置の各要素の機能を以下に

示す。

①アクチュエータ（写真3）

オイルタンク・油圧源装置・アキュムレータと合

わせて油圧回路を形成し、サーボバルブを組み込む

ことにより油圧サーボメカニズムとして機能する。

加速度センサーからの入力信号をもとに計算された

変位指令値によって制御され、建物を絶対空間上に

静止させるようにアクティブ制御力を建物に作用さ

せる。

②トリガー機構（写真4）

建物への過大入力を防ぐためアクチュエータと直

列に設置し、摩擦機構によりすべり耐力以上の荷重

が加わるとすべり始める。この機構により、アクチ

ュエータの制御可能な範囲を超えた地震動が作用し

た場合や、万一アクチュエータの制御が不能になり

アクチュエータが暴走した場合に、すべり耐力以上

の荷重が建物に作用することはない。同時に、アク

チュエータに過度の荷重が作用するのを防ぎ、アク

チュエータを損傷から保護する。

本建物におけるトリガー機構のすべり耐力は各方

向 2,000kNとし、ベースシアー換算で 0.02程度で

ある。

③装置バネ（写真5）

装置バネを介してアクチュエータを建物に取り付

けることにより、加速度センサーの過剰反応の元と

なるアクチュエータによる高振動数成分の力が建物

8 MENSHIN NO.70 2010.11

図1 上部構造の構造フレーム

図2 免震層のレイアウト
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に加わるのを防ぐ。これにより安定した制御が可能

になる。

④加速度センサー

建物基礎上および建物免震層直上に設置し、制御

のもとになる地動入力加速度および建物応答加速度

を計測する。

⑤コントローラー

加速度センサーから伝達された地動入力加速度お

よび建物応答加速度をもとに、アクティブ制御理論

により、制御すべきアクチュエータの変位量を計算

し、アクチュエータに変位指令を送る。

4.3 アクティブ制御装置の地震時の挙動

アクティブ制御装置の起こり得る地震時の挙動と

して4ケースを想定し、地震時の挙動と耐震安全性

に対する検証を行った。

Case1 アクチュエータが正常に作動する場合

アクティブ制御装置は正常な制御を行う。地震動

が大きくなりトリガー機構にすべり耐力以上の荷重

が作用した場合は、トリガー機構がすべり始め、ア

クティブ制御が働かなくなる。やがて地震動が小さ

くなりトリガー機構のすべりが止まると再び正常な

アクティブ制御となる。

9免震建築紹介

Case2 アクチュエータに異常があり制御可能な

場合

アクチュエータに何らかの異常が発生しても、位

置を保持する制御もしくは強制的に固定する制御が

可能な場合は、アクティブ制御装置は装置バネの剛

性を初期剛性とし、トリガー機構のすべり耐力を降

伏荷重とする履歴ダンパーとして作用する。

Case3 アクチュエータに異常があり制御不可能な

場合

アクチュエータが制御不能になり暴走した場合に

も、トリガー機構にすべり耐力以上の荷重が建物に

は加わらない。

Case4 アクチュエータを取り外している場合

メンテナンス等でアクチュエータを取り外してい

る場合は、アクティブ制御装置がないため、天然ゴ

ム系積層ゴムアイソレータとオイルダンパーによる

パッシブ免震システムとなる。

4.4 アクティブ制御装置の常時・風荷重時の挙動

常時及び風荷重時は、アクチュエータを固定し、

建物が揺れるのを防止する。

図3 スーパーアクティブ制震構造の構成

写真3 アクチュエータ 写真4 トリガー機構 写真5 装置バネ
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4.5 設計クライテリア

耐震設計の設計クライテリアを表1に、耐風設計

の設計クライテリアを表2に示す。

耐震設計では、各ケース（Case1～Case4）の発生

確率を考慮して、2段階のクライテリアを設定した。

設計クリアランスは500mmとした。

耐風設計では、稀に発生する暴風に対してトリガ

ー機構がすべり耐力以下、極めて稀に発生する暴風

に対してはトリガー機構がすべることを許容し、免

震層の変形量が十分小さいことを確認する。

5 アクティブ制御理論
アクティブ制御の方法は、以下に示す2つの制御

の組合せにより行う。

・地動からの入力を打ち消す

→FF（フィードフォワード）制御

・建物の応答を低減させる

→FB（フィードバック）制御

5.1 FF制御

スーパーアクティブ制震構造の運動方程式を一般

的な地盤に対する相対座標系で表すと、

………（1）

と記されるが、これを絶対座標系で建物底部に制

御力Fを加えた形で、絶対応答成分を用いた表記で

表すと、

………（2）

となる。

なお、k0と c0は免震層の剛性と減衰係数であり、

Fはアクティブ制御力を示す。

ここでアクティブ制御力は、装置バネの剛性kSを

用いて、

………（3）

として表されるため、式（2）は、

建物質量マトリックス

建物減衰マトリックス

建物剛性マトリックス

建物相対変位応答

地動入力加速度

10 MENSHIN NO.70 2010.11

表1 耐震設計の設計クライテリア

表2 耐風設計の設計クライテリア
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………（4）

の形で表されることになる。この式（4）の右辺の外

力項をゼロとするアクチュエータ変位は、

………（5）

として導かれる。

このように地動の変位 yと速度 y
.
を観測して、建

物に地動外力が入る前にそれを打ち消すようにアク

チュエータ変位 zを制御することによって、建物に

対する絶対座標系での入力はなくなり、絶対空間上

に静止していることになる。

なお、本システムでは地動の変位 yと速度 y
.
は、

建物基礎上に設置された加速度センサーから得られ

る地動の加速度y
..
を積分して求めている。

5.2 FB制御

5.1のFF制御を完全に行うことができれば、建物

は絶対空間上に静止し、加速度応答は0となる。し

かしながら、地動の絶対変位yと速度 y
.
の観測誤差、

および免震層の剛性 k0と減衰定数c0および装置バネ

の剛性 kSの誤差、アクチュエータの特性によって、

実際には入力成分を完全に打ち消すことは出来ない。

したがって、スーパーアクティブ制震構造では、

制御効果をよりよくするために、5.1のFF制御の誤

差によって励起された絶対速度成分を観測して、絶

対速度に比例した制御力をアクチュエータによって

建物に作用させることで、建物の減衰を大きくする

制御を行う。

通常の地盤と建物との間に設置されたパッシブタ

イプのダンパーでは、建物の相対速度X
.
に比例した

力が建物に作用するが、この絶対速度 をFB制

御に用いる方式では、空中の絶対空間に設置された

ダンパーによる効果と同じであるため、一般的にス

カイフック・ダンパーと呼ばれる。

入力遮断を目指す式（5）のFF制御に、スカイフッ

ク・ダンパーの効果を期待するFB制御を併用する場

合のアクチュエータへの指令は以下とする。

……（6）

cS ：スカイフック・ダンパーの減衰

係数

なお、本システムでは建物の絶対速度 は、

建物免震層直上に設置された加速度センサーから得

られる建物の加速度 を積分して求めている。

6 地震応答解析概要
Case1～Case4で地震応答解析を実施し、設計

クライテリアを満足していることを確認した。

6.1 入力地震動

設計用入力地震動は、表 3に示す告示波 3波、及

び観測波3波とした。

6.2 解析モデル

解析モデルは 5質点の等価せん断型モデルとし

た。復元力特性は、上部構造は線形弾性、免震層は

天然ゴム系積層ゴムを線形弾性、オイルダンパーの

減衰係数を速度比例のバイリニア型とした。アクテ

ィブ制御装置は、Case1では正常作動とし、Case4

では除外した。解析モデルを図4に、解析諸元を表

4～表6に示す。

6.3 地震応答解析結果

解析結果のうち、Case1（スーパーアクティブ制震）

とCase4（パッシブ免震）の告示波に対する地震応答

11免震建築紹介

表3 設計用入力地震動
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解析結果を取り上げ、スーパーアクティブ制震構造

の効果を検証する。

（1）入力地震動最大加速度と最大応答加速度

告示波（乱数位相）入力地震動最大加速度と最大応

答加速度の関係を図5に示す。入力地震動最大加速

度が200cm/s2程度までは、アクティブ制御の効果が

大きいことがわかる。これは、アクティブ制御装置

の最大荷重を2,000kNに設定しているためで、アク

ティブ制御装置の最大荷重を変動させることで、ア

クティブ制御できる地震動の大きさを調整すること

ができる。理論的にはいかなる大きさの地震動に対

しても制御可能である。

（2）稀に発生する地震動に対する地震応答結果

稀に発生する地震動に対する地震応答解析による

最大応答加速度および最大応答変位を図6に示す。免

震層の最大応答変位はCase1、Case4ともに80mm

程度と大きな差はなく、最大応答加速度はCase1で

1.9cm/s2、Case4で17.8cm/s2であり、スーパーアクテ

ィブ制震の応答はパッシブ免震と比較し1/10程度と

なった。これはアクチュエータの制御力（最大

1,219kN）がトリガー機構のすべり耐力（2,000kN）を

下回ったため、アクティブ制御が高い効果を発揮し

たことによる。

（3）極めて稀に発生する地震動に対する応答結果

極めて稀に発生する地震動に対する時刻歴応答解

析による最大応答加速度および最大応答変位を図 7

に示す。免震層の最大応答変位はCase1で265.4mm、

Case4で 378.4mm、最大応答加速度はCase1で

81.1cm/s2、Case4で92.3cm/s2であり、スーパーアク

ティブ制震の応答はパッシブ免震と比較し小さくな

った。これは、アクチュエータの制御力がトリガー

機構のすべり耐力に達しても、アクティブ制御の効

果があることを示している。
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図5 入力地震動最大加速度と最大応答加速度
（告示波（乱数位相））

図6 稀に発生する地震動に対する最大応答

図7 極めて稀に発生する地震動に対する最大応答

表4 解析諸元（上部構造・免震層）

表5 解析諸元（オイルダンパー）

表6 解析諸元（アクティブ制御装置）

図4 解析モデル図

02_02_建築紹介_大林組.qxd  10.11.24 3:13 PM  ページ 12



7 縮小模型実験
アクティブ制御の制震効果を検証するために、三

次元振動台を用いた制御実験を行った。

7.1 試験体概要

試験体写真を写真 6に示す。試験体は 3層の鉄骨

フレームモデルを用いた。各層の質量は2,650kgで、

1層を含めた全質量は10,600kgである。この試験体

は4個の積層ゴムで支持されており、免震周期は1.6

秒である。

アクティブ制御用のアクチュエータとしては、

24kNの油圧サーボアクチュエータを設置し、積層

ゴムの剛性を調整して装置バネとして用いた。免震

層の剛性に対する装置バネの剛性比は約2.5である。

7.2 実験結果

振動台に地震波入力を行ったときの実験結果を図

8に示す。入力波は実建物が建設される東京都清瀬市

の告示波（乱数位相）で、実建物の免震周期5.2秒と試

験体の免震周期1.6秒の比を考慮して、時間軸を1/3

に短縮して実験を行った。

この結果より、アクチュエータを試験体から切り

離して行なったパッシブ免震の結果では、建物頂部

の加速度は地動入力加速度に対して1/2以下に低減

されているものの、免震周期 1.6秒で大きく振動し

ており、免震層変位も約20mm程度生じている。こ

れと比較して、アクチュエータを試験体に接続しア

クティブ制御を行なったスーパーアクティブ制震で

は、建物頂部の加速度がパッシブ免震の約1/10程度

まで低減されており、建物が絶対空間上にほぼ静止

している状態が実現されている。免震層変位も地動

変位の10mm程度におさまっていることがわかる。

8 おわりに
平成22年9月に竣工した大林組技術研究所本館テ

クノステーションについて、スーパーアクティブ制

震構造を中心に紹介した。スーパーアクティブ制震

構造は、パッシブ免震システムに比べて応答加速度

を1/10程度に低減することができることを、解析・

実験により確認した。

今後、地震時に事業継続が求められる精密生産施

設、地震時に機能維持が求められる病院や災害復旧

拠点、貴重品が保管される美術館・博物館、絶対的

な安全が求められる原子力関連施設などへスーパー

アクティブ制震『ラピュタ 2D』の採用を図ってい

きたい。

13免震建築紹介

図8 振動台実験結果

(a)試験体外観　　　　　　　　（c）装置バネ

（b）油圧アクチュエータ

写真6 試験体写真
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2 建物概要
建 設 地：東京都中央区八重洲1丁目4番地

建 築 主：東京建物株式会社

富士フイルムメディカル株式会社

設 計 者：株式会社竹中工務店

施 工 者：株式会社竹中工務店

用　　途：一般事務所、店舗

建築面積：1,778.49m2 延床面積：23,341.48m2

階　　数：地下2階、地上11階、塔屋1階

軒　　高：GL+43.26m 最高高さ：GL+49.29m

構造種別：鉄骨造（柱CFT造）

基礎形式：杭基礎

1 はじめに
2005年に施行された告示第631号「エネルギーの釣

合いに基づく耐震計算等の構造計算を定める件（以下、

エネルギー法）」は建築物の累積塑性変形応答に基づ

く評価を行うため、特に鉄骨造建築物や履歴型ダン

パーを設置した建築物に適した検証法である。また、

時刻歴応答計算と比べ審査期間が短いため、制震構

造の中高層建築物を合理的な期間で設計できる。

「エネルギー法」の特徴としてエネルギー量を直

接扱うという明快さがある一方、保有水平耐力計算

等と比較して算定法が妥当かという判断がより必要

となる。実施設計例も少ないため普及が進んでいな

いのが現状である。

（仮称）八重洲共同ビルは、地上に貸事務所、地下

に店舗の計画である。構造形式は制震構造として、

震度6強クラスの大地震時（レベル2）においても建物

の継続利用が可能な構造性能を目標とする計画とし

ている。規模・構造とも「エネルギー法」による検

証が適した建築物である。そこで、「エネルギー法」

による検証を中心に設計を行い目標とする構造性能

を確保した。本稿では、構造設計の内容を中心に建

物概要を紹介する。

制 震 建 築 紹 介

（仮称）八重洲共同ビル

図1 建物外観パース

図2 基準階平面図

村田 耕司
竹中工務店

大嶋　隆
同

北川　督
同

長田 宗平
同

図3 断面図
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制 震 建 築 紹 介

3 地盤概要
建設地の地層構成は、表層は埋土層、シルト層の

沖積層で、砂層と粘土層が互層の洪積層、GL-24.5m

以深の支持層とした細砂層で構成される。設計水位

はGL-8.0mである。地震時に液状化の発生する可能

性は低く、告示によるGs算定の適用範囲であると判

断した。

4 構造概要
構造形式は、地上をS造（柱CFT造）としている。地

上構造下部の柱はSRC造とし、地下の大梁の多くは

S造、外周部大梁、基礎梁はSRC造およびRC造とし

ている。

平面は長辺50.4m、短辺31.5mの長方形で、柱ス

パンをそれぞれ7.2m×7スパンと7.2m～9.9mスパ

ンとしている。北側にコアを有し、事務室について

は17.1m、14.4mスパンの無柱空間を確保している。

階高は1階4.10m、基準階3.92mである。

架構は長辺・短辺両方向ともブレースを有するラ

ーメン架構である。長辺方向についてはC通の1構

面にブレースを配し、短辺方向については3通と6

通の2構面にブレースを配している。ブレースは心

材をH形鋼とした座屈補剛ブレースで心材に極低降

伏点鋼LY100を用いた制震ブレースとしている。

また、耐震安全性と居住性の向上を目的として、

地上部に粘性体制震壁を設置している。

基礎は、GL-24.5m以深の細砂を支持層とする場

所打ちコンクリート杭としている。

図4 地盤構成

図5 基準階床伏図

図7 3通軸組図

図6 C通軸組図
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5 耐震設計
1）耐震性能目標

各設計レベルに対して設定した耐震性能目標値を

表1に示す。粘性体制震壁について付加的に取り扱

い、耐震安全性の検証上は考慮しない状態で以下の

目標値を満足するよう設計を行った。

2）復元力特性の設定

荷重増分法による静的弾塑性応力解析により得ら

れた荷重変形曲線（4階Y方向）を図8に示す。主架構

の保有水平耐力を各層ごとに層間変形角1/75までに

吸収するエネルギー量が等価となるように設定した。

ダンパー部分の保有水平耐力は当該層のダンパーが

すべて降伏した時点とした。

各層の保有水平耐力の設定方法について、告示で

は明確な設定方法について言及されていない。そこ

で、保有水平耐力を異なる方法で設定した場合、建

物のエネルギー吸収能力にどの程度影響を与えるか

検討を以下の3ケースについて行った。本建物での

設定方法は他の2ケースの中間の値であり、その影

響が小さいことを確認した。

CASE1：層間変形角1/75で吸収するエネルギー量が

等価（本建物での設定方法）

CASE2：層間変形角1/100で吸収するエネルギー量

が等価

CASE3：接線剛性が初期剛性の1/10以下となった

時点

3）稀に発生する地震に対する検討

・損傷限界時の固有周期Tdの算定

いずれかの階の主架構が損傷限界に達した時点で

の割線剛性を用いて算定する。本建物の損傷限界時

の固有周期Tdは表2に示す。

・表層地盤の速度増幅率Gsの算定

平12建告1457号第10に基づき、略算法により算

定した。速度増幅率Gsは両方向とも2.025とした。

・建築物に作用するエネルギーの算定

稀に発生する地震時に建築物に作用するエネルギ

ーおよびその速度換算値を表2に示す。

・建築物が吸収できるエネルギー

損傷限界に達するまでに吸収できる主架構の弾性

ひずみエネルギーWfiおよびダンパー部分の吸収で

きる弾性エネルギーWdeiおよび塑性ひずみエネル

ギーWdpiを図9に示す。ダンパー部分のエネルギ

ー吸収の分担比率は25～35％程度であり、ブレー

スが早期に降伏してエネルギーを吸収することを確

認した。

・稀に発生する地震に対する安全性の確認

稀に発生する地震に建築物に作用するエネルギー

と損傷限界に達するまでに建築物に作用するエネル

ギーを表3に示す。両方向とも建築物の吸収エネル

ギーが建築物に作用するエネルギーを上回ってお

り、稀に発生する地震に対する安全性を確認した。

 

 

 

 

 

 
 

図8 復元力特性設定例（4階Y方向）

表1 耐震性能目標値

表2 稀に発生する地震時の建築物に作用するエネルギー

  

図9 各階のエネルギー吸収量
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（1）

ここに、mηu：部材の累積塑性変形倍率
s：短柱圧縮試験による応力上昇率

E：鋼材の弾性剛性 Est：鋼材の二次剛性

εp：塑性流れ域のひずみ量 εy：降伏ひずみ
（1）式中の応力上昇率（s）については、下式で求める。

（SN490級）

ここに、

σyf：フランジの降伏点強度
σyw：ウェブの降伏点強度
上記の算定式は一方向載荷の実験に基づいている

が、累積塑性変形倍率の下限値として用いているた

め採用については問題ないと判断した。また、脆性

破断により決定される保有累積塑性変形倍率と採用

値との比較を行い、脆性破断が先行しないことを確

認した。

②角形CFT柱

「CFT造技術指針・同解説2002」（新都市ハウジン

グ協会）に提示された限界部材角Ruを用い、次に静的

増分解析結果から、ヒンジ発生時の柱材端回転角cθy
を求め、下式により角形CFT柱の保有累積塑性変形

倍率mηuを算定した。

③ダンパーの保有累積塑性変形倍率の算定

ダンパーの保有累積塑性変形倍率は疲労回帰曲線

式と下式を用いて算定した。ただし、局部座屈が生

じる限界塑性率については幅厚比により差異がある

ため、ブレース心材の断面は幅厚比制限にしたがっ

て設定し、図10の疲労曲線を適用した。

17制震建築紹介
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・層間変形角および残留変形の検証

稀に発生する地震において、建築物に作用するエ

ネルギーに相当するものを建築物が吸収したときの

層間変形角の最大値はX方向1/285、Y方向1/238で

あり、1/200以下となっている。稀に発生する地震

時には、ダンパーが降伏しているため、地震後の残

留変形について確認した。残留変形の最大値はX方

向1/15,907、Y方向1/7,069と小さく、地震後の復元

性を十分確保している。

4）極めて稀に発生する地震に対する検討

・表層地盤の速度増幅率Gsの算定

平12建告1457号第10の2に従い、地盤調査およ

びPS検層結果から1次元地盤モデルを設定した。

GL-19.6mのせん断波速度Vs=540m/sの層を工学的基

盤に設定した。表層地盤の卓越周期に対する固有周

期および表層地盤による速度増幅率を表4に示す。

・安全限界時の入力エネルギー速度換算値の算定

表層地盤による速度増幅率Gsおよび建物と表層

地盤の相互作用に関する係数βより安全限界時の入

力エネルギー速度換算値を算定した。表層地盤の相

互作用に関する係数βは平12建告1457号第10の2

の三のハに従い、建物の地下部分の底面および側面

の水平地盤ばね定数より求めた。

・部材の保有累積塑性変形倍率の算定

架構の崩壊メカニズムについては、大梁の曲げ降

伏が先行する全体崩壊形となるように部材断面設定

を行い、荷重増分法による静的弾塑性応力解析によ

り確認した。部材の保有累積塑性変形倍率の算定式

を示す。

①H形鋼断面の鉄骨大梁

H形鋼断面の鉄骨大梁部材の保有累積塑性変形倍

率mηuは、次式1）により算定した。

表4 表層地盤の卓越周期および速度応答スペクトル増幅

表3 稀に発生する地震に対する安全性の検討
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・建築物に塑性ひずみとして入力するエネルギー量

の算定

極めて稀に発生する地震により建築物に作用する

エネルギーおよび速度換算値を表5に示す。あわせ

てある層が保有水平耐力に達するまでに吸収するエ

ネルギーも同表に示す。このとき、ダンパーの塑性

変形の累積度合いを示す係数をni=5として算定した。

・建築物各階が塑性ひずみとして吸収するべきエネ

ルギー量の算定

保有水平耐力時における崩壊形は全体崩壊形であ

るため、塑性ひずみエネルギーの特定階への集中の

程度を表す係数nは4とした。ここでは、各階の必要

エネルギー吸収量比率（一階で基準化）を図11に示す。

・主架構およびダンパー部分の必要平均累積塑性変

形倍率の算定

下式により、各階の塑性ひずみエネルギーを主架

構およびダンパー部分に分配し、それぞれ必要平均

累積塑性変形倍率を求めた。ここで稀に発生する地

震時および極めて稀に発生する地震時のダンパー部

分における塑性の累積程度を示す係数ndi,nsiは上限

の10、20を採用した。

：各階の主架構の必要エネルギー

吸収量

：各階の主架構の片側必要累積

塑性変形倍率

：各階のダンパー部分の必要エネルギー吸収量

：各階のダンパー部分の片側の必要累積塑性変形

倍率

・主架構の保有累積塑性変形倍率の算定

各階の主架構の保有累積塑性変形倍率は部材累積

塑性変形倍率より下式を用いて求めた。

※1：柱・梁の構成が標準的であるため、代表的な

値である1/3を採用した。

※2：ap=1.0 CFT柱であることから、パネルによる

エネルギー吸収を期待しない。（ap=1.51））

※3：ab=2.0 バウシンガー効果を考慮した。

※4：ad=0.0損傷制御を目的としているため、倒壊

は想定しない事とした。（ad=2.01））

・累積塑性変形倍率の必要値と保有値の比較

累積塑性変形倍率の必要値と保有値の比較を表 6

に示す。主架構、ダンパー部分とも保有値が必要値

を上回っており、安全性を確認した。

図10 疲労性能（LY100）

図11 各階の必要エネルギー吸収量

表5 極めて稀に発生する地震時に建築物に作用するエネルギー
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・最大層間変形角の算定

各階主架構の必要平均累積塑性変形倍率から極め

て稀に発生する地震時の最大層間変位を求め、各階

の最大層間変形角を算定した。最大層間変形角はX

方向1/114、Y方向1/108である。1/100以下であり、

外装仕上げ材の地震時変形追随性について問題ない

範囲である。

・ダンパーのひずみ硬化の影響

本建物で制震ブレースに使用した極低降伏点鋼

LY100は、経験した最大塑性ひずみに応じてひずみ

硬化が生じる。本設計ではσy=240N/mm2を座屈補
剛ブレースのひずみ硬化検討用材料強度として検討

を行った。その結果、主架構に入力するエネルギー

は増加するが、建物全体の保有エネルギー吸収量は

必要値を十分上回っているため、座屈補剛ブレース

のひずみ硬化後も安全であることを確認した。

6 時刻歴応答解析結果との比較
・解析モデル

解析モデルはB2階床を固定として各階床を質点

に集約した13質点系のせん断棒モデルとする。復

元力特性は静的増分解析結果より主架構とダンパー

部分に荷重―変形関係を分離し、それぞれトリリニ

アモデル、バイリニアモデルとした。減衰は初期剛

性比例型とし一次固有周期の2％とした。

・入力地震動

入力地震動は告示波3波とした。告示波は、告示

1461号第四号イの解放工学的基盤の加速度スペクト

ルに適合した模擬地震動による表層地盤モデルの応

答解析から、B2階床レベルでの入力地震動を設定

した。

・解析結果

時刻歴応答解析による最大応答層間変形角を示

す。図には、エネルギー法による最大層間変形角も

併せて示す。図よりエネルギー法による最大層間変

形角は時刻歴応答解析による最大応答層間変形角の

平均的評価を与えていることがわかる。

7 おわりに
制震部材を評価するに適した「エネルギー法」に

よる検証を中心に設計を行い目標とする構造性能を

確保した。さらに、適切な期間で設計を行うことが

できた。中高層建築物に高い耐震性を求める建築主

のニーズに応える有効な検証法であることを設計を

通じて確認できた。

本建物は平成22年3月に着工し、現在施工中である。

【参考文献】

1）日本建築センター：エネルギーの釣合いに基づく耐震計算法技術基

準解説及び計算例とその解説

表6 累積塑性変形倍率の必要値と保有値の比較

図12 ひずみ硬化前後の復元力特性

図13 時刻歴応答解析における最大応答層間変形角
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建物概要

建　築　地：東京都渋谷区代々木2丁目25-1

建　築　主：学校法人高宮学園

設計・施工：大成建設株式会社

建 物 用 途：専修学校、住宅

建 築 面 積：01,160.71m2

延 床 面 積：27,175.10m2

階　　　数：地下3階、地上26階　高さ：134m

構 造 種 別：鉄筋コンクリート造、鉄骨造

免震構造（セミアクティブ）

竣　　　工：2008年2月

1 はじめに
今回は、東京都渋谷区代々木にある「代々木ゼミ

ナール本部校代ゼミタワー」を訪問しました。

本建物は2009年度の第10回日本免震構造協会賞

の作品賞を受賞しています。当日は、学校法人高宮

学園 岡田様、大成建設の篠崎様、藤山様、輿石様

に建物をご案内いただきました。

2 建物概要
本建物は新宿御苑、明治神宮、新宿高層ビル群の

中間に位置し、恵まれた周辺環境と利便性を兼ね備

えた立地となっています。建物の低層部は専修学校

教室（代々木ゼミナール）および事務室、中間階の空中

キャンパスをはさみ高層部は住宅階（学生さんの住

戸）で構成された地上26階建ての超高層タワー校舎

です。

この建物の外観は、建物中間部の大きな空中キャ

ンパス、コンクリート壁に縁取られた正面のガラス

ファサード、両妻面の2枚の連層耐震壁で構成され

た特徴的なものであり、周辺地域のランドマークと

なっています。

免震構造の採用により、高い耐震安全性を確保す

るとともにフレキシブルな建築計画を可能とし、さ

らに形態と構造を融合した新しい超高層建築のフォ

ルムを実現しています。また、「学生のために最先

端の技術を」という建築主の想いもあり、世界初の

セミアクティブ免震の超高層建物への適用事例とな

っています。

浜辺 千佐子
竹中工務店

猿田 正明
清水建設

代々木ゼミナール本部校 代ゼミタワー
免 震 建 築 訪 問 記 ― 74

写真1 建物外観
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免 震 建 築 訪 問 記 ― 74

3 構造概要
1）架構形式

本建物は教室（低層階）、空中キャンパス（中間階）、

住宅（高層階）と上下で異なるモジュールの空間を

構築するために、両妻面のスーパーウォール（厚さ

670mm、高さ130mの連層壁柱）を主体としたメガス

トラクチャーシステムが採用されています。

高層部住宅階の荷重は、空中庭園上のメガトラス

によって両妻面の2枚のスーパーウォールに伝達さ

れ、スーパーウォールを介して基礎に伝達されてい

ます。また低層部のコアフレームと両妻面のスーパ

ーウォールにより建物全体としてH型の架構を形成

し高い剛性を確保しています。

高層部の粘弾性ダンパーは高層階の風揺れ対策と

して設置されており、ブレース状に配置され地震時

の建物の曲げ変形を利用した減衰機構となってい

ます。

図1 構造概要図

写真2 高層部　吹抜け

写真3 高層部　粘弾性ダンパー

写真4 空中キャンパス
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2）セミアクティブ免震システム

本建物はセミアクティブ免震システムを採用し、

従来のパッシブ免震に比べて2割以上の加速度低減

効果を得ています。その機構は、建物内数箇所に設

置されたセンサーが地震時の揺れを検知し、制御コ

ンピュータにて最も建物の揺れを抑える最適減衰力

を計算して免震層の可変減衰型オイルダンパーの減

衰力を適切に制御するものです。

免震層は地下1階床下に位置した中間階免震であ

り、免震装置は上記の可変減衰型オイルダンパーの

他、天然ゴム系積層ゴム支承、低摩擦すべり支承、

パッシブ型オイルダンパーが設置されています。

22 MENSHIN NO.70 2010.11

免 震 建 築 訪 問 記 ― 74

4 見学記
説明をいただいた後に、建物内部、空中キャンパ

ス、免震層、外部を案内していただきました。建物

内のセンサーは、建物ユーザーから見える位置に設

置しており、建物の安全性を常に認識できるような

配慮がされていました。

図2 免震層

写真5 建物内センサー（26階）

写真6 制御コンピュータ

写真7 免震層　見学状況

図3 セミアクティブ免震システム
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免震建築訪問記－ 74

5 訪問談義
建物概要紹介や見学後に行った質疑応答の内容の

一部を紹介します。

Q：竣工後に地震の経験はありますか？

A：竣工後2回の地震を経験しており、地震時のセ

ミアクティブ免震システムの正常稼動を確認し

ています。建物の中では地震が起こっていると

感じなかった人もいたようです。

Q：可変減衰型オイルダンパーの具体的な制御内容

はどのようなものですか？

A：地上センサーで感知する地震動の大きさ3galを

トリガーとして、オイルダンパーの調整弁の開

閉制御により2種類の減衰係数のうち最適なも

のを選択するようになっています。

Q：可変減衰ダンパーの正常作動を確認するような

常時モニタリングは実施していますか？

A：正常作動を自動チェックする機能を搭載してお

りモニタリングしています。

Q：建物を使用されている方々に対して、本建物が

免震構造に対するアナウンスはどのようにされ

ていますか？

A：各教室に本建物が免震構造であることを表示し

ています。また職員の方々に対しては研修時に

アナウンスを行っています。

23

免 震 建 築 訪 問 記 ― 74

写真8 可変減衰ダンパー

写真9 低摩擦すべり支承と下げ振り

写真10 パッシブ型オイルダンパー 写真12 説明状況

写真11 建物外周クリアランス部
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6 おわりに
今回の建物は、震災を経験された建築主様の、建

物ユーザーである学生さんに対して安全・安心とと

もに明るく楽しい生活を、という想いが基盤となっ

ているとのことでした。

建物を見学させて頂き、明るく大きな内部空間や

空中キャンパス、ダイナミックなメガストラクチャ

ーと洗練されたディテールデザイン、そして最先端

の免震技術に触れることができました。

最後に、今回の見学に際し大変お世話になりまし

た学校法人高宮学園 岡田様、大成建設の篠崎様、

藤山様、輿石様に厚く御礼を申し上げます。
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免 震 建 築 訪 問 記 ― 74

写真13 集合写真
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シリーズ「制振部材紹介」ー 7

構造形式：ブレース型、水平型

減衰こまRDT

４．防錆処理

外筒（固定部）と内筒（駆動部）との間に粘性材（シリコーンオイル）を封入し、地震時に発生する軸変形をボール
ねじを介して内筒の高速回転運動に変換し、外筒との相対速度差により粘性減衰力を、内筒の質量が回転すること
により回転慣性力を発生する。（免震用の場合、回転慣性力の影響は小さい。）

ボールねじ軸 ：黒クロム電解焼成 , AFAグリース
外筒、その他 ：ポリエステル樹脂系静電粉体塗装
クレビス ：エポキシ樹脂系塗装

６．その他

粘性体（シリコーンオイル）に直接接する鋼材の熱容
量が大きいため、台風や長周期地震などのような連続作
動による粘性体の温度上昇の割合が小さい。
粘性体（シリコーンオイル）による粘性減衰係数、回
転慣性による等価質量、ストロークの仕様設定は自由に
できる。 

５．製品コード

RDT***－ ###（RDT：Rotary Damping Tubeの略字）
*** ：粘性体温度20℃,制震用0.25m/s, 免震用1.5m/s
 ：軸速度時の粘性抵抗力（単位：tf）
### ：有効ストローク（単位：mm）

１．構造及び材料構成

２．寸法及び形状（標準品）

３．基本特性

　　　製作・問合先
 株式会社免制震ディバイス
 営業部 TEL:03-3221-3741  
  FAX:03-3221-3978 

項番 区分 部位 機能・その他

① ボールねじ軸
② ボールナット

③

ボールねじ

負荷ボール

増幅機構
（直線運動を回転運動に変換） 

④ スラストベアリング 軸方向負荷伝達機構

⑤

増幅部

ラジアルベアリング 回転体と固定体の位置保持機構

⑥ 伝達部 伝達筒 内筒への力の伝達

⑦ 外筒 固定体

⑧ 内筒 回転体

⑨ 粘性体 粘性抵抗力発生要素

⑩ シール材 粘性体の漏洩止め

⑤ ラジアルベアリング 内筒位置保持機構

⑪

減衰部

バッファ 圧力抑制機構

⑫ フランジプレート 取付要素

⑬
その他

接続ボルト 部位の固定要素

① ボールねじ 黒クロム電解焼成

⑦
防錆処理

外筒、その他 ポリエステル樹脂系静電粉体塗装

直線運動

再変換
回転運動

中立位置長さ：Ｌ１

中立位置長さ：Ｌ２

外径：φＤ

外径：φＤ

調整鋼管長さ

支持部材
＝＋

udmi

( )dd uc

kb

ub
kb

mi

( )dd uc

ub u=ub+ud

Fmax(kN) L1(mm) L2(mm) D(mm)

RDT50DR 500*1 1243 1403+調整鋼管長 240

RDT70DR 700*1 1258 1438+調整鋼管長

調整鋼管長

調整鋼管長

調整鋼管長

調整鋼管長

312

RDT100D 1000*1 1636 1836+ 295

RDT125D 1250*1 1756 1986+ 295

RDT150D 1500*1 1914 2197+ 352

RDT200D 2000*1 2318 2608+ 352

*1軸速度 0.25m/s,温度 20℃時の粘性抵抗力
*2免震用 RDTは免震部材認定を参照

φ形式

制震用RDT（標準品）
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シリーズ「制振部材紹介」ー 8

テイラーフルード粘性ダンパーは粘性流体を充填したシリ
ンダとピストン機構で、流体をオリフィスから噴流させる。こ
のとき発生する抵抗力によりエネルギー吸収をはかる。そし
て吸収した外乱エネルギーは、熱エネルギーに変換されシリ
ンダ表面より大気へ熱として放出する。本製品はバルブ機構
やアキュームレータを有していない。 

１．構造及び材料構成

1）基準ストローク長から要求ストロークが 変わる場
合、ストローク中間時のピン間長も変わる。

2）筋交い設置等、製品長を長くしたい場合 は延長鋼
管等にて対応可能。

3）ダンパー寸法、形状等は相談可能。    

２．寸法及び形状（参考例）

３．鋼材の防錆処理 ４．基本特性

５．製品コード

　　　　　　　　　　製作・問合先
　　　　　　　　　　テイラーデバイス（米国）
　　　　　　　　　　明友エアマチック株式会社
　　　　 免制震デバイス課 　TEL:045-473-1881

 E-MAIL:info@meiyu-co.jp

オリフィスピストンヘッド

流体シリンダ 球面ベアリング

ピストンロッド

減
衰
力
　
Fm
ax

    

    0.3

   

F △W

S   S 

（Ｌ）ストローク中間時でのピン間長

（Ｓ）ストローク可動部
（Ｃ）シリンダ径

テイラーフルード粘性ダンパー

 ６．その他

名 称 材  料 

ピストンロッド ステンレススチール  

AMS又は ASTM規格 

両端ピン ステンレススチール  

AMS又は ASTM規格 

シリンダ スチール ASTM規格 

作動油 シリコン流体 

250 115 75 867 

500 150 100 1067 
750 185 100 1194 
1000 210 100 1238 
1500 240 100 1315 
2000 290 125 1575 
3000 350 125 1575 

4000 425 125 1880 

6500 515 125 2134 
8000 565 125 2242 

仕 様 

ＦＶＤ＊＊＊＊－Ｓ＊＊＊－＊＊－Ｖ＊＊＊ 

要求最大減衰力
（Fmax:～9,000kNまでで指定）

要求ストローク長　
（～±950mmまでで指定） 指数値（α：0.3～1.0の範囲で選択）

ユ ー ザ 要 求 に 応 じ て 全 て の 外 部 部 品
に対しステンレススチール材で製作可能

（C）
シリンダ径
Max.（mm）

最大
減衰力
（kN）

（S）基準
ストローク長
±（mm）

（L）製作可能短長
における中間時
ピン間長（mm）

　ダンパーの減衰抵抗機能は以下の等式で表す。
　　Ｆ＝ＣＶα（Ｆ :減衰力 Ｃ：減衰係数 Ｖ：速度）
・最大減衰力Fmax；～約9,000kN（ユーザ指定で製作）
・最大速度Vmax；～約1,000cm/秒（ユーザ指定で製作）
・α＝0.3～ 1.0（ユーザ指定で製作）
・減衰係数C （ユーザ指定で製作） 

最大速度（Vmax:
1,000cm/secまでで指定）  

ポリウレタン塗料
アロマティックウレタン亜鉛含有
ポリアミドエポキシ樹脂
脂肪族化合物アクリルポリウレタン

室内設置向け

室外設置向け

内容 (参考例) 

その他要求情報： ①数量 ②地震対策用、風対策用又はその他 ③室内置きか外置きか
 ④特別の試験要求 ⑤設置用ブラケットまたは設置用プレートの有無  

＊温度依存性やその他の各種依存性が極めて小さい。 ＊性能上、メンテナンスの要求がない。
＊設置方法は水平・垂直・斜めと制限はない。 ＊35年間の製品性能保証付き。 
＊免震建物に使用が出来る、国土交通省 大臣認定品 免震部材のロングストローク製品がある。

速度　Vmax

 （α= 0.3～1.0の
範囲で選択）

1.0

構造形式：FVD型
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1 はじめに
高減衰ゴム系積層ゴムは水平2方向に載荷される

と、減衰性能によってゴムにねじれ変形が発生し、

限界性能が1方向載荷時よりも低下する現象が新た

に発見された。この事実を受けて、日本免震構造協

会では、免震部材の2方向加力時の限界性能を明ら

かにし設計上の考え方を提示する目的から、技術委

員会の下に「水平2方向加力時の免震部材の特性と

検証法」WGを設置した。第一段階として、本WG

の下に「高減衰ゴム系積層ゴム支承」SWGを設置

し、高減衰ゴム系積層ゴムの2方向特性加力実験に

基づく限界特性の調査を行ってきた。この検討結果

については、2009年9月に中間報告としてまとめ、

その概要を会誌67号に報告した1）。

本WGでは引き続き、水平2方向地震入力時の免

震建物の応答特性についても2方向加力の影響につ

いて検討を進めてきた。本報告では、水平2方向加

力時の高減衰ゴム系積層ゴムの履歴特性を考慮した

各種のモデル化が免震建物の応答特性に及ぼす影響

を把握し、既往のモデルを用いた場合の設計上の留

意点について言及する。

2 水平2方向の力学モデル
2.1 モデル化の方針

本検討では積層ゴムの水平2方向の特性を表現す

る力学モデルとして、従来から多用されているMSS

（Multiple Shear Springs）モデル2）と、今回新たに開発

された山本モデル3）の2モデルを用いることとする。

本検討では、高減衰ゴム系積層ゴム（ブリヂストン

製、X0.6タイプ）を扱うことから、この積層ゴムの

特性を表現できる復元力モデルとして、修正バイリ

ニアモデル4）、および菊地モデル5）を取り上げる。

また、2方向の力学モデル（MSSモデル、山本モデル）

の違いを把握する目的から、1方向のみに設定した

山本モデルにMSSモデルを適用する場合も考える。

以下に各力学モデルと復元力モデルの概要について

記述する。

（1）MSSモデル

MSSモデルは、非線形特性が同一な多数のせん断

ばねを等角度に配置したモデルである。本検討では、

各復元力モデルを用いたMSSモデルが、1方向入力

に対して元の復元力モデルと等価な剛性と荷重を表

現するように、MSSモデルを構成する各ばねの復元

力特性を図1のように調整した。

（2）山本モデル

山本モデルは、水平2方向加力時の復元力を、原

点に向かう方向と略変位増分方向の逆方向に分離

し、表現したモデルである。本検討では、後述する

加力試験の結果を参考に、文献3）に示される復元力

の値を1.1倍して用いる。

水平2方向加力時の高減衰ゴム系
積層ゴム支承の性状について―応答特性―

特 別 寄 稿

技術委員会　免震部材部会
水平2方向加力時の免震部材の特性と検証法WG

高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG

図1 MSS モデル
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2.2 加力試験のシミュレーション解析

各復元力モデルの1方向での妥当性を検証するた

めに、1方向加力試験6）のシミュレーション解析を

行った。試験体は、高減衰積層ゴム（X0.6タイプ）、

ゴム径225mm、ゴム総厚44.8mm、2次形状係数

S2=5.0である。解析対象とした試験は、面圧13MPa、

せん断ひずみ50-100-150-200-250-300-400％の正負

繰り返し加力試験（各ひずみ3サイクル）である。図

2に試験結果（3サイクル目）と各モデルの解析結果

を比較して示す。各モデルの適用ひずみ領域の範囲

内（修正バイリニアモデルは270％、菊地モデルと

山本モデルは400％）では試験結果と解析結果に大

きな乖離は見られず、X0.6タイプの高減衰積層ゴム

の復元力特性を概ね良好に再現している。

2.3 水平2方向加力時の限界ひずみ設定とその試

験方法

続いて、2方向加力試験のシミュレーション解析

を行った。試験体は、高減衰積層ゴム（X0.6タイプ）、
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図3 二方向加力試験結果と解析結果の比較
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ゴム径160mm、ゴム総厚31.5mm、2次形状係数

S2=5.1である。解析対象とした試験は、面圧10MPa、

長軸と短軸の比が2:1の楕円加力試験である。長軸

のせん断ひずみは50-100-150-200-250％（各ひずみ

3サイクル）として加力を行った。解析に用いたモデ

ルは、MSS修正バイリニアモデル、MSS菊地モデ

ル、山本モデル、MSS山本モデルの4つであり、

MSSモデルはいずれも8本のばねで構成されるモデ

ル（180°を8等分）とした。ただし、MSS修正バイリ

ニアモデルでは、長軸のせん断ひずみが250％の時、

約1.25倍で評価される構成ばねの変形が適用限界ひ

ずみ270％を超えるため、解析は長軸のせん断ひず

みが200％までとした。図3に試験結果と解析結果

の比較を示す。長軸方向の荷重変位関係は、各モデ

ルとも試験結果と良い対応が見られる。短軸方向の

荷重切片が高くなり履歴ループが膨らむ点について

は、山本モデルは比較的良く表現しており、MSSモ

デルは膨らみ方が十分ではないものの、変位0の付

近で荷重が極大となる傾向を示している。

3 試設計免震建物の応答解析
本章では、2方向地震入力、および高減衰ゴム系

積層ゴムの2方向のモデル化が免震建物の応答に及

ぼす影響を、試設計免震建物の地震応答解析により

検討する。

3.1 免震建物モデル

実在の14階建ての鉄骨造建物を参考に、図4のよ

うなX，Y方向の自由度をもつ等価せん断モデルを

作成した。表1に上部構造の構造諸元を示す。建物

モデルは、応答値が線形範囲内に収まると考え、線

29特別寄稿
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図4 免震建物モデル

表1 上部構造の構造諸元
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形モデルとした。基礎固定時の周期は1.80秒（X方

向）、1.92秒（Y方向）である。上部構造の減衰は剛性

比例型とし、基礎固定時の各方向の1次固有振動数

に対して減衰定数h = 2％を与えた。アイソレータと

しては高減衰ゴム系積層ゴム（X0.6タイプ，ゴム総

厚20cm）のみを使用し、ダンパーは設置しない。積

層ゴムは支持荷重の分布を考慮し、図4に示すよう

に3種類の大きさの積層ゴムを平面的に配置した。

面圧の平均値は14.0MPaである。並進方向全体系1

次周期は、免震層として修正バイニリアモデルのγ =
100％変形時の等価剛性を用いた場合、X方向で4.56

秒、Y方向で4.60秒である。

3.2 入力地震動

本解析では、実地震観測記録のNS、EW各方向の

位相を用いて2方向の告示適合波を作成した。実地

震観測記録として、2004年紀伊半島南東沖地震、

2003年十勝沖地震、1995年兵庫県南部地震の3つの

記録を用いた。以下、それぞれの地震動を「OSKH02」、

「HKD077」、「JMA神戸」と呼ぶ。さらに文献7）に従

い、分配パラメータθを導入し、X方向にNS位相地
震動のcosθ倍、Y方向にEW位相地震動のsinθ倍とし
て、2方向に入力した。こうすることにより1方向入

力と2方向入力で入力エネルギーがほぼ一定となる。

θの値は10°刻みで0°から90°まで変化させた。
3.3 地震応答解析結果

最大応答値分布（応答加速度、応答変位）の比較の

一例を図5に示す。最大応答値分布は、いずれもX、

Yの各方向の二乗和平方根を時刻歴で計算したとき

の最大値であり、左から順にθ = 0°（NSのみ）、θ =
30°、θ = 90°（EWのみ）の結果を並べて、4種類の
解析モデルによる解析結果を重ね描いている。免震

層の応答変位は40cm前後であり、積層ゴムのせん

断ひずみに換算して約200％の応答値となった。

応答加速度分布については、解析モデル間で大小

関係に一定の傾向は見られなかったが、応答変位に

ついては、MSS修正バイリニアモデルとMSS菊地

モデルが、山本モデルとMSS山本モデルよりも小

さくなる傾向が、入力地震動の種類に関わらず見ら

れた。これらの差は、各モデルが採用して設計式の

違いによるものと考えられる。山本モデルとMSS

山本モデルの応答値はほぼ同じであることから、設

計式が同じ場合、2方向のモデル化が建物の応答値

に及ぼす影響は少ないと考えられる。

続いて、分配パラメータの影響を見るために、図

6にθを0°～90°の範囲で変化させたときの、各解
析モデルの最大応答値を θ の変化と関連付けて示
す。まずは（a）の総入力エネルギーについては θに
よらず一定であり、この傾向は入力地震動の種類、

解析モデルに関わらず同様である。従ってθによる
応答値の変化は解析モデルの考え方（2方向の連成

効果の考え方、および設計式）によるものであるこ

とになる。（b）の上部構造最大応答加速度について

は、グラフがV字型となり、2方向入力にした場合、

合成最大応答値が相対的に小さくなる傾向を示す。

これは、X方向とY方向では最大値発生時刻が異な

り、1方向入力とした場合（θ = 0°あるいはθ = 90°）
に比べて合成最大応答値が小さくなるためである。

（c）免震層最大応答変位についても同様である。総

じて、建物の応答値に関しては、2方向入力時より

も1方向入力時の方が大きい値を示し、安全側の評

価を与えている。

図6の（d）～（f）は免震層の応答値（応答変位と層

せん断力）から計算した700φ積層ゴムのせん断応

力度である。（d）は積層ゴムのせん断力を断面積で

除した平均せん断応力度、（e）は積層ゴムのX、Y

方向のせん断力とそれらに直交する変形から求めた

ねじれモーメントを極断面係数で除したねじれ応力

度（積層ゴム断面端部、すなわち積層ゴム側面上の

ねじれ応力度）である。（f）の最大せん断応力度は、

（d）の平均せん断応力度と（e）のねじれ応力度を、時

刻歴波形で足し合わせて最大値を求めたものであ

る。2方向入力の場合には、積層ゴム側面上には（d）

のせん断応力度が生じていることになる。（e）のね

じれ応力度は1方向入力とした場合（θ =0°あるいは
θ =90°）には発生せず、2方向入力した場合の30°～
60°の範囲で大きな値となる。ねじれ応力度は山本

モデルの値が最も大きく、MSSモデルの値はいずれ

も山本モデルより小さくなる。ねじれ応力度と平均

せん断応力を合わせた最大せん断応力度に関して

は、山本モデルはMSS山本モデルより1割程度大き

な値となっている。建物の応答値については、1方

向入力時の方が2方向入力時よりも大きかったが、

積層ゴムの応答値については一概に1方向入力時の

方が大きいとは言えない結果となった。山本モデル

が積層ゴムの2方向加力試験結果をMSSモデルより

も正確に表現できている事実を考慮すると、MSSモ

デルを用いて積層ゴムの限界値の検討を行う場合に

は、1割程度の余裕を見込むことが望ましい。
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図5 最大応答値分布の比較（告示適合波K-NET HKD077 位相）
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図6 分配パラメータによる最大合成応答値の変化（告示適合波K-NET HKD077位相）
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4 まとめ
本報告では、2方向地震入力、および高減衰ゴム

系積層ゴムの2方向のモデル化が免震建物の地震応

答特性に与える影響について検討を行った。加力試

験結果に対する比較により、モデルの傾向を把握し、

続いて、15質点系振動モデルの水平2方向同時入力

の地震応答解析を実施し、これらの復元力モデルの

差異が免震建物の地震応答特性に与える影響につい

て検討した。

本報告での検討結果は、X0.6タイプの高減衰ゴム

系積層ゴムに対して、積層ゴムのせん断ひずみが約

200％となる入力レベルの水平2方向地震応答解析

から得られたものである。他種の積層ゴムを用いる

場合、あるいは本検討より大きな地震入力レベルを

考える場合には、別途、検討が必要であることを付

記する。
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1 はじめに
1982年に初めての免震建物が評定を受けてから約

30年が経過した。この間、国内外の被害地震の発生、

建築関連法規の改正、経済状況の変化などにより、

建築構造や耐震性に関する周辺環境が変化してき

た。免震建物に関しては、1995年兵庫県南部地震と、

2000年の建設省告示第2009号「免震建築物の構造

方法に関する安全上必要な技術的基準を定める件」

の施行の影響が大きい。兵庫県南部地震の甚大な被

害により建築物の耐震性に対する関心が高まり、国

内の免震建物の件数は1995年以降に急増した。ま

た2000年の告示施行で大臣認定を必要としない検

証ルートが新設されたことにより、免震建物の普及

がいっそう進んだといえる。さらにその後いくつか

の被害地震が発生し、また想定東海地震の震源域見

直し、東南海地震・南海地震の長期評価や被害想定、

活断層調査や地震動予測地図など、地震危険度に関

する情報が広く公表されたことも、普及を後押しし

たと考えられる。一方で、2000年以前のように全て

の免震建物が日本建築センターで評定を受け、ビル

ディングレターで公開された期間と比べて、2000年

以降は告示免震建物が増え、さらに複数の評価機関

で評価が始まったことなどにより、国内の免震建物

の全貌を把握することが困難になってきている。

（社）日本免震構造協会などにより、これまでも免震

建物の総数や免震装置の利用状況を調査した結果

や、公表資料をもとにした報告1）, 2）が行われている

が、構造、用途、規模などの概略の傾向分析が主で

あり、免震建物を取り巻く社会状況や地域特性、地

震危険度や地盤状況などの情報も含めて現状を多面

的に分析した例は少ない。また、免震建物の設計事

例が増加するに従い、計画・構造設計に関する扱い

も多様となっている。特に免震建物の耐震性能を大

きく左右する固有周期や設計用入力地震動の設定、

免震層のクリアランスなどの傾向、さらにそれらの

地域、用途による違いや構造設計機関・評定機関に

よる姿勢の差などを把握しておくことは、将来の地

震災害における免震建物の状況を予測する上で非常

に重要である。

以上の背景から、本論では国内の免震建物を可能

な限り網羅し、基本的な建物諸元に加えて耐震性能

に関連する項目も整理したデータベースを構築する

とともに、このデータベースを用いて国内の免震建

物の現状を多面的に分析する。

2 免震建物のデータベース構築
国内免震建物データベースを、主に以下の4点の

データをもとに構築した。

①日本免震構造協会作成の免震建物の電子データ

②MENSHIN（日本免震構造協会）に掲載された国内

の免震建物一覧表の電子データ

③ビルディングレター（（財）日本建築センター）に掲

載された性能評定・性能評価シート

④構造方法等の認定に係る帳簿3）（国土交通省がウ

ェブで公表）

上記の各資料に含まれる件数やデータ項目は異な

っており、各項目の記載内容や表記（例えば、建物

用途の分類や免震部材の名称など）も統一されてい

ない。各資料は、以下の特徴を有している。

①は約2,500件の免震建物を含む電子データであ

る。件名・所在地・用途・評定年などは8割以上が

入力されているが、性能に関わる固有周期・クリア

ランスなどの記載は全体の1/4～1/5程度にとどま

る。②は1,500件強のデータで、①に比べて件数は

国内免震建物のデータベースの
構築と分析
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絞られているが、ほぼ全ての項目が入力されている。

ただし耐震性能に関わる項目は含まれていない。③

は個々の建物に関する最も詳細な資料であり、必要

とする項目をほぼ全て網羅しているが、印刷物のた

め電子データ化する必要があった。また2000年以

降は、日本建築センター以外で評定を受けた建物が

入力されていない場合がある（③をベースとして作

成された②も同様）。④は国土交通省が告示以降に

認定した全ての建物とその性能評価を行った機関が

記載されている。したがって、免震建物だけでなく

高層建物なども含まれており、記載項目は限定され

ているため、リストのみから免震建物を区別するこ

とは困難である。

以上の資料から、本論のデータベースを以下のよ

うに構築した。まず①のうち件名・建築場所・認定

年が記載されている2,223件を用いて、3節で全体的

な状況分析を行った。これを本論では「全体データ」

と呼ぶ。一方、4節以降での詳細な考察のためには、

性能に関わる項目が必要である。そこで電子化され

ている②を元にして、③と対応付けて各物件の詳細

な項目を追加し、さらに④を用いて告示以降の評価

機関の情報を加えた。また各項目の記載内容につい

て、表記を統一した。このデータベースを「詳細デ

ータ」と呼ぶ。ここには1,601件が含まれる。これら

は、『MENSHIN』のNo.67（2010.2）までに掲載された

国内の免震建物一覧表、及び、『ビルディングレタ

ー』のNo.531（2010.3.）までの性能評定・性能評価シ

ートに対応し、いずれも評定を受けた物件である。

告示免震は含まれていない。またデータの公開は遅

れる傾向にあり、最近の2008･2009年のデータは件

数が少なくなっている。

詳細な建築場所を特定できた物件については緯

度・経度データも入力しており、GISやGoogle

Earth4）などを用いて、特定の建物の概要や建物分布

などを表示・分析できる環境を整えた。これにより、

地震動、地盤あるいは都市、社会などの地理情報と

合わせて傾向を分析することが可能になる。4.5項

では、この情報を用いて地盤の卓越周期と免震建物

の固有周期の関係を考察している。

3 国内免震建物の全体的な分析
前節で述べた「全体データ」2,223件を対象とし

て、免震建物の全体的な傾向を分析する。このうち

約8割が大臣認定を受けた免震建物、約1割が告示

免震、残りは特定のできない物件である。

3.1 免震建物件数の推移

免震建物の件数の推移を図1に示す。初めて認定

された1982年から1994年までは、毎年数件～10数

件で明瞭な増加は見られないが、兵庫県南部地震の

影響で1995年から1996年にかけて急増している。

その後やや件数を減らして横ばい状態となるが、

2005年以降は再び件数が増えている。なお、図中に

は詳細データも表示しており、全体データに対する

差は特に最近多くなっていることが分かる。

3.2 地域分布

免震建物の都道府県別の件数分布を図2に示す。

宮城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、静岡

県、愛知県、大阪府、兵庫県などに多く、主に3大

都市圏に集中している。図3に、免震建物数の全国

割合を超高層建物数5）、人口、県内総生産6）の全国

割合と比較して示す。人口と県内総生産の分布はほ

ぼ類似の傾向を示すが、東京都では人口以上に県内

総生産が集中している。免震建物の分布は県内総生

産に類似した傾向を示しており、地域の経済活動に

関連していることが分かる。一方、宮城県、東京都、

静岡県においては免震建物の割合がそれと比べ大き

く、宮城県沖地震や、東海地震に対する意識の高さ

図1 国内免震建物件数の推移
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が関係していると考えられる。超高層建物は、東京

都、大阪府などの大都市に特に集中している。主要

な都道府県について、免震建物件数の年代推移を図

4に示す。関東や静岡県では1995年以前から最近ま

で常に建設されているのに対し、兵庫県では1995

～2000年に特に集中して最近は減少している。愛

知県、三重県、和歌山県、高知県などでは2004年

以降の件数が多くなっており、東海地震の震源域見

直しや、東南海・南海地震に対する被害想定結果の

公表などによる影響が表れていると考えられる。

3.3 用途

免震建物の用途の割合を図5に示す。最も多い共

同住宅が半数弱、次いで事務所、病院、庁舎の順で

全体の約8割となる。図6に、用途ごとの地域分布

を、人口、県内総生産、超高層建築物分布と共に示

す。免震の共同住宅と事務所は7～8割が三大都市

圏に集中しており、超高層建物の傾向に近い。病院

は三大都市圏が約5割で、人口分布に近いことから、

災害時に機能維持を必要とする病院は全国的に免震

化の関心が高いことが分かる。一方、庁舎は特に中

京圏の割合が高く、東海・東南海地震などに対する

自治体の意識の高さを反映していると考えられる。

3.4 規模

本項の検討では詳細データを用い、さらに2000年

以前に日本建築センター特別委員会で評定を受けた

高層免震等の23件を加えている。軒高の推移を図7

に示す。図から免震建物の高さは増加傾向にあり、

90年代後半から軒高60mを越える免震建物が現れ、

2000年以降はさらに増加して、近年では100mを越

える免震建物も多い。軒高が60mを越える高層免震

建物のほとんどが共同住宅と事務所であるが、その

うち事務所の割合は90年代後半から2000年代前半

に多く、最近ではほとんどが共同住宅である。

図3 免震建物と超高層建物、人口等の都道府県分布の比較

図2 免震建物の都道府県別件数

図7 軒高の推移

図5 用途の割合 図6 各用途の地域分布の比較

図4 主要都道府県別件数の推移
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4 国内免震建物の基本性能に関する分析
免震建物の基本性能に関連する免震部材の種類、

採用入力地震動、クリアランス、一次固有周期など

について、それらの傾向や変遷、構造設計機関や評

価機関との関係について考察する。4節の検討では

詳細データ1,601件を用いるが、2008～2009年のデ

ータが十分ではないため、2007年までを考察の対象

としたこと、2005年以降は全体データと詳細データ

の件数の差が大きいことなどに注意が必要である。

4.1 免震部材

アイソレータ、ダンパーの使用割合の推移を、そ

れぞれ図8に示す。アイソレータは、90年代後半に

は天然ゴム系積層ゴム、高減衰積層ゴム、鉛プラグ

入り積層ゴムの使用割合がほぼ同様であった。その

後、天然ゴム系積層ゴムと鉛プラグ入り積層ゴムが

若干増加して50％程度になり、高減衰積層ゴムの使

用は減ってきている。また、すべり支承は90年代後

半から増加し、近年では50％程度となっている。ダ

ンパーは鋼材ダンパー、鉛ダンパーが90年代後半に

は多く使われていたが、最近は減少傾向にあり、逆

にオイルダンパーの使用割合が増加している。

4.2 設計用入力地震動

サイト波（レベル2）の採用状況の推移を図9に示

す。ここでのサイト波はBCJ波（レベル2）を含み、

告示波は含まない。90年代後半から2000年にかけ

てサイト波の採用割合は年々増加し、ピークの1999

年では、ほぼ全ての物件でサイト波が使われている。

その後、2000年から2005年にかけて減少しており、

告示波が使用された影響と考えられる。近年は、再

び増える傾向も見られる。

次に、地域ごとのサイト波の採用状況に着目する

と、2000年以降の様子が地域ごとに異なることが分

かる。首都圏、近畿圏では2000年以降で急激に減

少し、2004年から2005年まで大きく落ち込むのに

対し、中京圏では2000年以降一時減少はするもの

の、その後も約半数の物件でサイト波が採用されて

いる。これは、中京圏でこの時期に東海・東南海地

震への懸念が高まったこと、愛知県設計用入力地震

動研究協議会7）により種々のサイト波が作成された

ことなどが関係していると考えられる。

4.3 クリアランス

4.3.1 クリアランスの全般的な分析

免震層の水平クリアランスの推移を図10に示す。

（a）全体の図から、50cm未満の物件はほとんどなく

なり、50～60cmと60～70cmにほぼ集中しており、

年を追って60cm以上の物件が増加傾向にある。

70cm以上を確保する例はあまり多くなく、増加傾

向も見られない。（b）～（d）の地域別クリアランスの

推移を見ると、首都圏では以前から件数が多いこと

から、全体の傾向と似ており、年々60cm以上の割

図8 免震部材の採用状況の推移

図9 サイト波（レベル2）の採用状況の推移

図10 確保されたクリアランスの推移
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合が増加している。また90年代後半において50cm

未満の割合が多い。中京圏、近畿圏では件数が少な

いために変動が大きいが、全体傾向に地域による大

きな差は見られない。

4.3.2 用途とクリアランス

用途別のクリアランスを図11に示す。これから、

用途によって確保されるクリアランスの大きさが大

きく異なることが分かる。病院、庁舎においては、

60cm以上のクリアランスを確保した物件が全体の6

～7割以上を占めるのに対して、共同住宅、事務所

では全体の4割に満たない。用途別クリアランスの

割合の推移を図12に示す。病院、庁舎では、90年

代後半から60cm以上が7～8割で、クリアランスは

比較的大きめに確保されている。一方、共同住宅や

事務所では、90年代後半ではクリアランスが60cm

未満の物件が大多数を占め、50cm未満の物件も多

かったが、近年は共同住宅に関しても60cm以上確

保した物件がほとんどを占めるようになっている。

4.3.3 構造設計機関とクリアランス

構造設計機関別の建物用途割合と、クリアランス

の状況を図13に示す。図に記載したA～Kは件数の

多い上位11社であり、クリアランス60cm以上の割

合の順で表示した。これより、クリアランスを60cm

以上に大きめに確保する傾向のある機関は、病院や

庁舎の設計を多く手掛けていることが分かり、用途

の影響を強く受けていると言える。また建物用途の

割合についてみると、病院、庁舎、共同住宅は機関

により異なるが、事務所はほとんど変わらない。次

に、図14に設計機関ごとに用途別クリアランスを比

較する。共同住宅は図13のクリアランスの傾向と類

似しているのに対し、事務所のクリアランスは設計

機関により大きく異なり、クリアランスを大きく確

保している2社は全ての建物について60cm以上であ

るのに対し、その他機関では30％から40％程度と

なり、60cm以上の建物が全くない機関もある。

4.4 一次固有周期

図15に、レベル2地震動に対する一次固有周期の

割合を示す。約半数が3～4秒で、ほとんど全てが2

～5秒の範囲となっている。深部地盤の卓越周期分

布8）と免震建物の分布を重ねた図を、首都圏、中京

圏、関西圏について図16に示す。免震建物のマー

クの色は固有周期を表し、背景地図の深部地盤卓越

周期と同じ色としている。地盤の1次卓越周期は関

図14 各構造設計機関における用途別クリアランスの割合

図12 用途別クリアランス確保状況の推移

図15 一次固有周期（レベル2）ごとの該当件数割合

図13 構造設計機関別用途とクリアランスの関係

図11 用途別クリアランスの状況
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5）一次固有周期（レベル2）はほとんどが2～5秒で

あり、中京圏、近畿圏では深部地盤の卓越周期

と近接した建物が多い。

6）建築場所の緯度経度を個別に求め、データベー

スをGISなどで利用できるようにした。また

Google Earthを用いた情報表示システムを構築

し、地震動予測地図や地盤状況などとの関係を

地図上で確認・分析できる環境を整えた。

以上、本論で構築したデータベースは、現在の国

内免震建物の状況を可能な限り網羅したものであ

り、将来の大規模地震災害における既存の免震建物

の状況を予測し、また将来の設計のための資料とし

て有効であると考えられる。
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東平野では5秒以上、濃尾平野では2～4秒、大阪

平野では2～5秒以上に分布している。特に中京圏、

関西圏では免震建物の固有周期が地盤の1次卓越周

期に近接している建物が多いことが分かる。首都圏

では地震基盤が深いため、免震建物の固有周期より

地盤の1次卓越周期がはるかに長いが、高次の卓越

周期の影響を受ける可能性があるので注意が必要で

ある。このように、免震建物が多く分布している大

規模堆積平野では、免震建物にとって不利な入力に

なる可能性も高いことが分かる。

5 まとめ
本論では、免震建物に関する複数の資料に基づい

て、国内の免震建物を極力網羅したデータベースを

構築するとともに、免震建物の現状分析を行った。

得られた結果を以下にまとめる。

1）国内免震建物は1995年兵庫県南部地震の影響で

急増し、2000年の告示以降はさらに普及してい

る。分布は3大都市圏に多く、近い将来に大地

震の発生が懸念される地域にも増えつつある。

2）用途は共同住宅、事務所が多く、大都市圏に集

中している。一方、病院は全国的にほぼ人口の

比率で分布しており、庁舎は中京圏で相対的に

多い。高さ・規模の大きい建物も増加している。

3）サイト波の使用は、90年代後半にはほぼ100％

まで増加したが、2000年以降は減少傾向である。

ただし、東海地域では比較的多い。

4）クリアランスについては、50cm以下の建物は減

っており、全体として50～70cmに集中してい

る。ただし、建物用途や構造設計者（機関）によ

っても傾向が異なる。

図16 地盤の卓越周期分布と免震建物の分布（内閣府デジタルデータから作成）
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技術委員会報告 ― 10

1 はじめに
応答制御部会では、「パッシブ制振構造設計・施

工マニュアル」1）第1版を2003年、第2版を2005年

に発行しており、5種に大別した制振ダンパーそれ

ぞれの力学原理あるいは材料特性、さらには設計

法等をまとめてきた。当初から、動力学でよく用

いられる減衰係数Cdで表すことにも関心があり、

速度依存型のダンパーでは技術者には馴染み易く、

またエネルギー吸収量が簡易な形で表されるとい

う利点もある。一方で、変位依存型のダンパーで

は、同様な形でのエネルギー吸収量表現は不自然

であり、最大速度時の力、取付け部材も含めた力

等の内力の評価が難しくなる等、不利な点もある。

ここでは、実務面での適用性を勘案することによ

り、制振ダンパー特性として減衰係数Cdを用いる

方法を、特性評価の共通化の別法として展開してき

ており、概ねの内容がまとまったので、その成果を

報告する。なお、本報告は第5回技術委員会報告会 2）

の内容に、一部データを追加したものである。

2 制振ダンパー特性評価共通化
現実的な制振ダンパーにおいて、調和加振条件の

下での加振速度振幅に応じた減衰消散エネルギーを

計測することにより、等価的な粘性減衰係数と関

係付けられるため、5種類の制振ダンパーにおける

これ等の関係を実験的に明らかにしてデータシー

トにまとめた 2）。

理想的な線形の減衰ダンパー（減衰係数Cd）では、

調和加振1サイクルの間でのダンパー消散エネルギー

ΔWと減衰係数Cdが関係付けられるため、同様な手

法により、現実的な制振ダンパーにおいても、加振

変位振幅aに対応した減衰消散エネルギーΔWと等

価的な粘性減衰係数Ceqが関係付けられる。

・等価粘性減衰係数

ここで、ω：加振円振動数（ ）、a：加振変位振幅

データシートには、名称・型式、評価モデルと定

格特性、計測値（減衰力－変形曲線、消散エネルギー、

等価粘性減衰係数）、特性評価図（減衰力-速度曲線、

等価粘性減衰係数－速度曲線）を示す。なお、内部

剛性の影響は分離が困難なため、その影響を含め

て評価する。

データシートは、以下の小委員会会員の所属企

業の協力により作成されたものである。

・オイルダンパー：カヤバ システム マシナリー、

三和テッキ、日立オートモティブシステムズ、

日立機材

・粘性ダンパー：免制震ディバイス、オイレス工業、

明友エアマチック

・粘弾性ダンパー：昭和電線デバイステクノロジー、

住友スリーエム

・鋼材ダンパー：新日鉄エンジニアリング、JFEエ

ンジニアリング、JFEスチール、住金関西工業

・摩擦ダンパー：青木あすなろ建設、オイレス工

業、大林組、川金コアテック、大同精密工業、

巴コーポレーション、日立製作所、三菱重工業

〔参考文献〕

1） JSSI編、「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル」第2版、2005年

2） JSSI編、「第5回技術委員会報告会」、2009年4月

※（1）は、会誌「MENSHIN」69号に掲載、2010年8月号

制振ダンパー特性評価の共通化について（2）※

技術委員会・応答制御部会　委員長 笠井　和彦 東京工業大学

制振部材品質基準小委員会　委員長 木林　長仁 日本建築センター
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カヤバシステムマシナリー（株）
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三和テッキ（株）
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日立オートモティブシステムズ（株）
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技術委員会報告 ― 10

日立機材（株）
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（株）免制震ディバイス
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（株）免制震ディバイス
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オイレス工業（株）
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技術委員会報告 ― 10

オイレス工業（株）
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明友エアマチック（株）
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技術委員会報告 ― 10

昭和電線デバイステクノロジー（株）
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住友スリーエム（株）
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技術委員会報告 ― 10

鋼材ダンパーWG
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摩擦ダンパーWG
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第13回免震フォーラムが「建物の長寿命化と免

制震構造～今後のリスクを乗り越えて～」（主催：

本協会、日本建築構造技術者協会）と題して、『防

災の日』の9月1日に西新宿の工学院大学のURBAN

TECH HALLにて開催されました。

昨年は、協会創立15周年記念シンポジウムが9月

に行われ、一昨年も記念市民イベントが行われた

ため3年ぶりの開催となりました。

世界的にCO2排出量規制・資源循環等の環境問題

がクローズアップされてきているなかで、建設業

界においても、フロー消費型からストック型への

転換が提唱され、その対策の一つとして「建物の

長寿命化」が挙げられています。免震・制震構造

は、「建物の長寿命化」に当たっては有利で有ると

考えられますが、想定外の課題もあります。今回

のフォーラムは、そのような視点で考えてみよう

という趣旨で行われました。

参加者は、215名とほぼ会場が満員となり、今回

のテーマへの関心の高さが窺われました。

初めに、主催者を代表して西川会長から、挨拶

がありました。西川会長は「免震構造により、人

にやさしい・環境にやさしい構造を目指していく

にあたり、長寿命化によるリスクをどう乗り越え

て行くか、省資源にどう寄与していくかが課題で

ある」と述べられました。

以下、当日のプログラムです。司会は、前半の

発表は教育普及部会の平野範彰氏が、後半の質疑

討論は前林和彦氏・平野範彰氏が務めました。

また、ホールの入り口には、会員各社の展示コー

ナーも設けられていました。

（プログラム）

開会挨拶

（社）日本免震構造協会　会長　西川　孝夫

「地球温暖化と建物の長寿命化について」

福岡大学　教授　稲田　達夫

「積層ゴムの耐久性は200年？」

福岡大学　教授　 山　峯夫

「巨大地震でも無損傷～長寿命建築を可能とする

新構造システムへの取組み～」

（株）竹中工務店　大畑　勝人

「アクティブ制震技術を用いた地震で揺れない建

物の実現」

（株）大林組　佐野　剛志

「長周期・長時間地震動に対する免震建物の耐震性」

清水建設（株） 北村　佳久

「積層ゴム特性の経年変化

～約20年間使用した積層ゴムの調査事例～」

（株）竹中工務店　濱口　弘樹

質疑・討論

意見交換会

基調講演にあたる、稲田達夫先生の講演は、「建

築関連分野の温暖化対策ビジョン2050」の紹介が

あり、建築と都市・地域のカーボン・ニュートラ

ル化を目標としていることが示されました。そし

て、環境価値創出として、建物の長寿命化が考え

られ、免震レトロフィットが有効であるが、それ

を如何に評価するかが課題であることが示されま

した。

山峯夫先生は、積層ゴムの経年変化について、

実験データを基に紹介され、今後の耐久性評価の

課題として、高耐久性積層ゴムの開発、第三者機

関による耐久性に関するデータの収集と蓄積、別

置き試験体の特性データの公開、免震建物の耐久

設計法の検討、取り替えのための判断基準の整備

等を示されました。

大畑勝人氏は、「府省連携：新構造システム建築

第13回免震フォーラム

清水建設
猿田正明
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物研究開発プロジェクト」の一環として行われた

振動系分離型連結制震システムの実大実験や試設

計について紹介されました。これにより、震度7ク

ラス地震時に主架構を無損傷とし、資源循環を可

能とする長寿命建築に対する一つの方向性を示さ

れました。

佐野剛志氏は、絶対制震理論によるアクティブ

免震手法を適用した実建物について紹介されまし

た。縮小模型による振動台実験では、鉛筆も倒れ

ない様子が示されました。

北村佳久氏は、国土交通省の建築基準整備促進

補助金事業「1-超高層建築物等の安全対策に関する

検討」として実施された免震建築物に関しての検

討結果を紹介されました。大阪平野・濃尾平野・

関東平野における、南海・東海・東南海地震での

地震動を作成して、それに対する免震建築物の応

答解析により、各種免震部材エネルギー吸収性能

について示されました。

濱口弘樹氏は、実建物で約20年間使用している

積層ゴムの調査事例について紹介されました。結

論として圧縮クリープは予測式によく適合するこ

と、鉛直・水平剛性は加熱促進劣化試験と同等の

傾向があること（長期間を隔てた測定データの比

較、定量評価に課題）、内部ゴムの物理的特性は位

置に寄らず概ね一定であること、積層ゴムは定性

的には高い耐久・耐候性を有すること、力学特性

の経年変化を高精度で定量評価するには至らない

こと、より一層のデータ蓄積が望まれることを示

されました。

この後、休憩をはさみ、全パネリストが登壇し

て、活発に質疑・討論が行われました。

最後に、前林氏により、「本日のフォーラムが、

皆さんに長寿命化に向けての問題意識を持って貰

う機会になったと思う」とまとめられて閉会しま

した。

閉会後、会場を工学院大学ファカルティークラ

ブに移して、意見交換会が行われ、さらに質疑・

討論が続きました。

3年ぶりのフォーラムでしたが、参加者も多く、

非常に盛況でした。協会が創立されて15年経ち、

免震構造も大部認知されて来たと思いますが、こ

れからも一般の人により免震構造を理解して頂く

ための普及活動が重要だと改めて感じました。

写真1 西川会長挨拶

写真2 会場の様子

写真3 質疑・討論の様子

写真4 展示コーナー
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1 はじめに
JSSIとCERA建築構造設計の共催で、地方への普

及を目的として免震セミナーを開催しております。

今回は、「第17回免震セミナーin小田原」、「第18

回免震セミナーin大阪」、「第19回免震セミナーin

名古屋」について報告いたします。

2 第17回免震セミナー in小田原の報告
1）日時・会場

日時：2010年3月19日（金）10：00～16：50

会場：小田原市民会館　第2会議室

会場とした小田原市民会館は、JR小田原駅から

商店街を通り抜けた小田原城の外堀沿いにあり、

旧家が隣接しています。今回も開催エリアを中心

に、建築設計事務所や審査機関から19名の参加を

頂きました。その中で、審査機関からは3名、遠く

は札幌からも1名の出席がありました。写真1に会

場の様子を示します。

2）セミナー概要

プログラムは前回（第16回）とほぼ同じで、午前

中は、原理・歴史・部材性能などの基本的な話を、

午後からは共同住宅を事例としたRC7階建物の構

造データを用いて免震層の設計計算をEXCELシー

トの演習テキストを用いて解説を行っています。

また、E-ディフェンスの実建物規模の長周期地震

による実験ビデオも見て頂き、計画地での想定地

震の調査や建物の用途など、免震建築の計画で注

視すべき点を説明しています。

今回は特に「告示計算による演算の解説」をよ

りスムーズに行うために解説用のEXCELシートを

作成し、聴講者からの提案条件をその場で計算に

反映してみるなど、理解を高める工夫を行ってい

ます。また、簡易な設計方法の1つである包絡解析

法の理解を深めるために、特別講演として「エネ

ルギーの釣合いに基づく免震構造の応答予測法」

についてユニオンシステム（株）の山崎氏に解説し

て頂きました。

最後に、告示計算で採用した免震層の諸元を用

いて時刻歴応答計算を行い、免震層や上部構造の

応答値の違いについて解説しています。さらに、

非免震構造とした場合の応答結果と比較し、免震

効果を応答グラフで示すと、聴講者の方々も免震

の意義を視覚によって納得されたようです。

その他、今回も協賛会社の方々にセミナーの内

容を補足する意味で各社の免震技術を以下のテー

マで紹介して頂きました。

①昭和電線デバイステクノロジー（株）（福田氏）

：積層ゴムの製造方法と性能試験

②住友金属鉱山シポレックス（株）（照井氏）

：錫入り積層ゴム支承の製造方法と性能試験

③ユニオンシステム（株）（山崎氏）

：告示計算による計算プログラムの実演

④（株）免震テクノサービス（古畑氏）

：維持管理の現状と重要性

⑤岡部（株）（横山氏）

：木造住宅の免震工法と性能試験

3）小田原近辺で見つけた免震建築

小田原には、合同庁舎をはじめ共同住宅などの

免震建築があります。

セミナー終了後、会場から二つ駅の箱根湯本に

ある箱根町役場本庁舎を聴講者の方々と訪ねまし

た。建物は、写真2に示すような石垣をイメージし

た重厚なファサードの近代建築になっています。

この建物は、免震層が外部から覗けるように外壁

に見学用の窓と階段ステージが設けられています。

聴講者の方々と免震層を見学している様子を写真3

に示します。

免震セミナー in小田原、大阪、名古屋
CERA建築構造設計

世良　信次

写真1 会場の様子（照井氏の解説時）
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今回も開催エリアを中心に、大阪全域の建築設

計事務所と審査機関を対象とし、43名の参加があ

りました。その内、審査機関から2名の参加があり

ました。写真5に会場の様子を示します。

2）セミナー概要

プログラムは前回（第17回）とほぼ同じですが、

今回は、特に入力地震動の表層地盤での増幅特性

をより理解するために、特別講演として「Gsの計

算解説」をユニオンシステム（株）の洪氏に解説し

て頂きました。また、長周期地震動として南海・

東南海地震に対する免震構造の応答特性の概要を

文献「長周期地震動と建築物の耐震性」（日本建築

学会編）を元に解説しています。

今回も協賛会社の方々にはセミナーの内容を補足

する意味で各社の免震技術を紹介して頂きました。

3 第18回免震セミナー in大阪の報告
1）日時・会場

日時：2010年5月12日（水）10：00～16：50

会場：大阪市中央公会堂　大会議室

会場とした中央公会堂は、鉄骨煉瓦造地上3階・

地下1階の建物で、ネオ・ルネッサンス様式を基調

としつつ、バロック的な壮大なアーチ状の屋根が

特徴となっています。1911年（明治44年）に株式仲

買人であった岩本栄之助が私財を寄付して建設計

画が始まり、建築設計競技により岡田信一郎の案

が採用されました。実施設計は、辰野金吾・片岡

安が行っています。1913年に着工、1918年（大正7

年）11月に竣工しています。2002年12月、近代建

築史上重要なものとして国の重要文化財に指定さ

れています。また、老朽化が進んだため、1999年3

月から2002年9月末まで保存・再生工事が行われ、

耐震補強として免震レトロフィットが採用されて

います。写真4には、建物の外観を示します。

写真3 聴講者の方々と免震層の見学
写真5 大阪会場の様子

写真4 中央公会堂外観（2010 年5 月）

写真2 箱根町役場の建物外観
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5 おわりに
セミナー終了後、聴講者の方々にセミナーの内

容などについて感想を頂いております。今回も以

下のようなご感想を頂きました。

A氏：「私のような未経験者でも可能性を実感でき

るものでした。少なくとも実務のイメージを

描けたことは有意義でした。・・・」

B氏：「具体例も踏まえて装置組合せの勘所などや

組合せ決定に至るプロセスのようなものがあ

ると理解が深まったと思います。・・・」

C氏：「実務の免震設計の全体像を知りたいと思い

参加しました。おかげさまで参考になりまし

た。是非、実施物件を実現したいと考えてい

ます。・・・」

D氏：「これからの建築では免震が主流になってく

ると確信しておりますので是非知識を深めて

行きたいと思っております。セミナーでもお

話が出ましたが、施工費がかかるから免震を

採用しないというものでもないと考えますの

で、免震について周りの関係者にも布教して

いけたらと思います。・・・」

E氏：「2回目のセミナー参加でしたが、回を重ねる

毎に理解が深まりました。免震建築へ取組み

たい気持ちが一層強まりました。・・・耐震

設計にも限界点が来ているように感じて免

震・制震のディバイスを組み込んだ建物が必

要な時代になると勝手ながら思っています。今

回のセミナーで話のあった南海～東南海～東

海の同時地震が頭に残っております。・・・」

次回は、これらの意見を踏まえ、より有効なセ

ミナーにしようと考えております。

謝辞

今回もJSSIの事務局、協賛会社の方々には、ご

協力頂き深く感謝申し上げます。また、6月3日に

JSSIの総会においてこの活動に対し普及賞を頂き

ました。ご協力頂いております方々を代表して謹

んで受理させて頂きましたことを報告いたします。

4 第19回免震セミナー in名古屋の報告
1）日時・会場

日時：2010年5月13日（木）10：00～16：50

会場：愛知県産業労働センター　1006号室

会場とした愛知県産業労働センターは、昨年10

月に竣工した鉄骨造地上18階・地下4階建の近代

的な超高層ビルです。用途は大小ホールや展示場、

会議室など各施設の機能を集約した複合施設建物

になっています。

今回も開催エリアを中心に、名古屋全域の建築

設計事務所と審査機関を対象とし、30名の参加が

ありました。その内、審査機関から1名の参加があ

りました。写真6に会場の様子を示します。

2）セミナー概要

プログラムは前回（第18回）とほぼ同じですが、

特別講演として「Gsの計算解説」をユニオンシス

テム（株）の品川氏に解説して頂きました。また、

協賛会社の方々にも各社の免震技術を紹介して頂

きました。

写真6 名古屋会場の様子
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1 はじめに
本年9月9日～11日の3日間、日本建築学会の大会会場である富山大学にて当協会主催 免震構造に関する展

示会「免震フェア2010」を開催しました。今回で4回目を迎え、免震建築物の普及活動の一環として行って

います。

2 展示会概要
開 催 日：2010年9月9日～11日

会　　場：富山大学　五福キャンパス　人間発達科学部棟　前

出展会員（12社順不同）：㈱エーエス、オイレス工業㈱、㈱大林組、㈱川金コアテック、㈱構造システム、

昭和電線デバイステクノロジー㈱、新日鉄エンジニアリング㈱、㈱竹中工務店、

THK㈱、飛島建設㈱、㈱日建設計、㈱免制震ディバイス

3 謝辞
今回も、各出展会員より免震分野の最新技術を紹介、ならびに免震と非免震建物内の揺れの違いを肌で感

じる事ができる免震体験車を配備しました。多くの大学院生・学生の方が乗車していました。本展示会は、

当協会会員以外の方に免震をアピールする良い機会となりました。

本展示会が盛況のうち無事終了できましたのも、富山大学　堀江 秀夫 先生ならびに、（社）富山県建築士事

務所協会 白山 徹 様、出展会員の多大なご尽力の賜物であったと存じます。ここに普及委員会 教育普及部会関

係者一同、厚く御礼申し上げます。ありがとうございました。

「免震フェア2010」in 日本建築学会大会

普及委員会教育普及部会

写真1 会場の様子

写真2 免震体験コーナー案内図

09_03_免震フェア.qxd  10.11.22 6:07 PM  ページ 58



59報告

免震部建築施工管理技術者講習・試験は、今年で11回目となりました。

本年度は、10月3日（日）にベルサール渋谷ファースト（東京）にて行われました。

受験申込者は579名で、当日の受験者は570名でした。

当日のプログラムは、4つの講習終了後に試験（70分）を実施しました。

午前中の講習は、「免震部建築施工管理技術者制度と運用について」を西川会長より、つづいて「免震構造

の一般知識」を谷沢委員、午後の講習は「免震部材の基礎知識」を海老原委員、つづいて、「免震部施工の

要点」を舘野委員長と中村委員が講師を担当しました。

今年は、例年より倍近くの受験者のため、会場探しにはじまり、運営する委員の補充やはじめて使用する

会場など、問題も多々ありましたが、他の部会からの応援もあり、滞りなく無事に終了いたしました。

その後、資格制度委員会で採点・合否審査を行い、合否通知は10月22日に送付しました。

合格者には併せて登録申請の受付を行い、来年の1月下旬には、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発行

の予定です。

平成22年10月22日現在で、免震部建築施工管理技術者は2338名です。

昨今は、設計図書、特記仕様書などに免震部建築施工管理技術者による施工管理を要望する旨があり、資格

取得者が増えることが期待されます。

～当日の協会関係者～

資格制度委員会施工管理技術者「試験部会」＋「審査部会」＋「更新部会」

委員長：舘野孝信（戸田建設）

委　員：海老原和夫（大林）、小林　実（鹿島）、谷沢弘容（NTT.F中央）、中村俊之（大成）

林　章二（清水）、平野範彰（竹中）、龍神弘明（前田建設）

杉崎良一（大成）、古橋　剛（日本大学）

事務局／西川孝夫、可児長英、小林哲之、佐賀優子、入江麻子

平成22年度免震部建築施工管理技術者講習・試験の実施

報告

講習会受講の様子

資格制度委員会委員長
長橋　純男
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日　時 平成22年9月16日（木曜日）午後3：00～5：00

場　所 建築家会館　1階大ホール

東京都渋谷区神宮前2-3-16

出席者（敬称略）

会　長：西川孝夫

副会長：深澤義和、池永雅良、沢田研自

理　事：可児長英、丑場英温、大熊武司、

大八木邦彦、小谷俊介、児嶋一雄、

山峯夫、常木康弘、寺本隆幸、

長橋純男、野中康友、山口昭一

監　事：梅野　岳、曽田五月也

事務局：永井　潔、小林哲之、佐賀優子

欠席者（敬称略）

理　事：笠井和彦、鈴木重信、谷口　元、

中山光男、西　敏夫、西谷　章、

緑川光正、山崎眞司、和田　章

監　事：白井貴志

◇開　会
定刻に至り、事務局より開会が告げられ、引き続

いて西川会長が挨拶した。

◇定足数の報告
事務局より、本日の理事会は定足数（出席理事17

名、委任状提出8名／理事総数25名）を、満たして

いるので理事会が成立する旨が告げられ、西川会長

が議長となり議事に入った。

◇議事録署名人選出
議事録署名人として、大八木 邦彦理事（第一種正

会員）・大熊武司理事（第二種正会員）が選出された。

◆第1号議案
新入会員と委員委嘱の承認について

………………………………………資料⑤

事務局より、賛助会員入会の東北電力（宮城

県仙台市）及び技術委員会と普及委員会委員

5名の委嘱について説明があった後、審議に

入り異議なく承認された。

◆第2号議案
就業規則の改定（一部）の承認について

………………………………………資料⑥
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定年退職第31条の定年年齢を、高齢者雇用

安定法の改定により64歳とすることで、承

認された。

◆新法人申請に向けて／定款変更（案）について
………………………………………資料⑦

一般社団法人移行については、6月の通常総

会にて平成23年度に《一般社団法人》移行

を目指し、次年度総会承認後、申請を行える

よう準備を進めていたが、現在までの移行申

請件数が全体の一割にも満たない状況で、次

年度以降に移行申請が極端に集中することな

どから、当協会は移行申請を早めることが承

認された。

定款の変更（案）についても、精神は変えずに

新法人に必要な最小限の変更を行った。若干

の手直しが必要な箇所があったが、訂正に関

しては、事務局に一任することで承認された。

今後のスケジュールとしては、10月26日に

臨時総会、10月末に移行申請提出（電子申請）、

来年2月24日に理事会開催が決定した。認可

がおりたら、新法人設立総会を開催する。

公益目的支出計画は、12年間で計画すること

で承認された。

◆ 臨時総会の案内（案）について
………………………………………資料⑧

10月26日（火）午後3時より4時までの予定で、

建築家会館大ホールにて開催することが、承

認された。来週、会員宛に定款変更（案）と

公益目的支出計画を添付して送付する。今回

は、定款変更があり、正会員の3/4以上（226）

の議決を必要とするので、案内する際には、

委任状の提出を必ずお願いしますと記載する

こととした。

◇報告事項
1）免震フォーラム

9/1（水）に、工学院大学で開催した。テーマ

は、「建物の長寿命化」として、福岡大学

の 山峯夫教授と同大学の稲田達夫教授が講

演した。参加者は、216名と盛況であった。

平成22年度 第1回 理事会議事録
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2）平成22年度免震部建築施工管理技術者講習・

試験について

講習・試験日は10/3（日）、今年は、受験申込
みが579名と例年になく多かった。会場は、

当初予定していた都市センターホテルでは収

容出来ないので、ベルサール渋谷ファースト

に変更となった。こちら一会場で実施する。

3）「維持管理基準2010」の刊行について

現在、維持管理委員会にて作成中である。今

回新にクリアランスに関する事項が追記さ

れ、9月末に発刊予定である。

4）基盤整備事業について ……………資料①

当協会は、今年は事業主体に加われないので、

共同研究者として参加する。無償参加となる。

関係するテーマは、次の通り

①10番：工学基盤に関する検討

②12番：免震建築物に関する検討

③27-3番：長周期地震動に対する免震建築物

の安全性検証

5）E-defense（免制振の実験）…………資料②

E-Defenseの実大三次元震動破壊実験施設を活

用した耐震工学研究の第2フェーズが、平成

22年度～平成27年度にわたって実施されるこ

とになった。免震構造等の研究課題として平

成24年度と平成27年度に免震・制振構造実験

研究が予定されている。免震・制振構造の長

周期・短周期地震及び上下動に対する効果を

検証するとともに、既存システムの複合及び

制御アルゴリズムの改良により、より高性能

な次世代型の免震・制振構造に関する研究開

発を行うこととしている。分科会が設置され、

委員長は東京電機大学の藤田 聡教授である。

予算は1億2千万円／年となっている。

6）8月収支報告…………………………資料③

4月から8月までの5ヶ月の収支について、収

入合計7,196万円・支出合計3,937万円。

収入については、会費収入（4,407万円）が順

調にあったことと、事業収入（2,706万円）の

なかでは、技術者認定事業収入（1,653万円）・

性能評価事業収入（802万円）が、9割を占め

ている。

支出については、事業費支出（2,996万円）、

管理費支出（941万円）で、事業費支出は下期

に多く支出があるので、現在は若干少なめで

ある。

7）行政刷新会議調査について ………資料④

7月から行政刷新会議の要請により、国土交

通省より調査があった。内部留保等調査・点

検票と営利競合等調査・点検票（性能評価事

業）の提出依頼があった。提出した資料は④

の通り。

21年度の超過額で、行政依存率を乗じた額を

国庫納付要請額としている。また、技術者運

営積立預金が国庫納付要請額に相当する可能

性がある。

今月末には行政刷新会議の考えが出る予定で

ある。

◇閉　会
以上ですべての議案の審議を終了したので、午後

5時に閉会した。

平成22年9月16日

議　長 西川　孝夫

議事録署名人 大八木邦彦

議事録署名人 大熊　武司
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了し、申請

者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容

建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震
構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲

日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超え
る超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇業務区域

日本全域とします。

◇性能評価委員会

日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員

構造性能評価委員会 材料性能評価委員会
委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇審査基準

性能評価の審査は、第2号の2の区分にあっては、平成12年建設省告示第1461号「超高層建築物の構造耐
力上の安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件」を含む建築基準法令、その他の技術基準に照
らし審査いたします。
また、第6号の区分にあっては、平成12年建設省告示第1446号「建築物の基礎、主要構造部等に使用する
建築材料並びにこれらの建築材料が適合すべき日本工業規格又は日本農林規格及び品質に関する技術的基
準を定める件」を含む建築基準法令、その他の技術基準に照らし審査いたします。
具体的には、該当する業務方法書をご覧ください。

◇詳細案内

詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

11_性能評価.qxd  10.11.15 4:08 PM  ページ 62
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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87委員会の動き

委 員 会 の 動 き 21119）を9月の建築学会大会（富

山大）で発表した。

耐風設計部会
委員長 大熊　武司

耐風設計指針案の本文・解説

および付録の作成作業を進めて

おり、本文「2．風荷重の設定」

の文案検討および付録「（仮）2．

免震部材の風応答特性」の資料

作成が当面の課題である。なお、

本文「3．免震層の設計」、「4．

免震部材の設計」については、

展望を得ている。

施工部会
委員長 原田　直哉

「免震建築物の施工に関する品

質確保のため、免震構造施工標

準の改訂に向けて、今秋より情

報収集をスタートする。昨今の

免震建築の大型化や新しい部材

の登場で、従来の施工標準の適

用に問題がないかという観点で

進めていきたい。

免震部材部会
委員長 山 峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長 山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

「免震構造－部材の基本から設

計・施工まで（仮題）」の刊行に向

けて校正作業を行っている。順

調にいけば年内にはオーム社か

ら刊行の予定である。本書は平

成7年に刊行された「免震構造入

門」の改訂版ともいえるもので、

タイトルにもあるように免震部

材の特性から設計・施工までを

網羅している。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

アイソレータ小委員会と連携

29日にトロントにて）がすでに終

わり、日本は11月17日から20日

につくばでやはり4年に一度の地

震工学シンポジウムを開く、中国

では四川省の中の重慶で年末に開

かれる。我が国は技術立国である。

このような場面でも、日本の技術

者や技術がますます力を発揮する

ことを期待する。

続いて、各分科会の報告を委員

長から報告して戴く。

免震設計部会
委員長 公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智

今秋改訂される各種合成構造設

計指針（日本建築学会）の変更内

容に応じた「免震装置の接合部・

取り付け躯体の設計指針」の見直

しに向けての調整と追加設計例の

修正を行った。また免震クリアラ

ンスに関して JSSI で執筆中の

「免震建物の維持管理基準-2010-」

を参考に議論を行った。

●入力地震動小委員会

委員長　久田　嘉章

7月、9月に小委員会を開催し

た。主な活動内容は、今後3年を

目途に設計用入力地震動ガイド

ラインの改訂を主たる目的とし

て、最近の関連する各分野の最

新動向の紹介や、ガイドライン

の内容や分担案の検討を行って

いる。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

「粘性系ダンパーを用いた免震

層の最大変位と最大せん断力の

定式化およびエクセルによる計

算シート」のたたき台を作成し、

完成に向けて検討作業を継続中。

なお、検討途中の成果2編（21118、

運営委員会
委員長 深澤　義和

運営委員会は、7/13、9/14に開

催した。2010年度の活動開始に

当たり、各イベント等の計画を

確認した。新法人移行諸手続の

進捗具合、および所轄官庁指導

の状況などから、一般社団法人

移行申請を繰り上げて実施する

べく、理事会、臨時総会を開催

することとした。

技術委員会
委員長 和田　章

日本免震構造協会の統計による

と、日本の免震構造の建築は、数

の多少はあるものの、すべての都

道府県に建てられたそうである。

世界にも免震構造の建築は次々に

建てられている。噂話やエキスパ

ンション・ジョイントの被害を別

とすれば、免震構造が大きな地震

被害を受けたという報告はない。

日本免震構造協会としても、技術

委員会もその委員の一人一人も、

いつまでもこの状況が続き、大地

震を受けたときに素晴らしい性能

を発揮してくれることを願ってい

る。どのような技術も熟してきて

普及するといろいろな問題が起き

かねない。続けてよりよい免震構

造のために技術の発展が必要であ

る。技術の発展は個々の技術者の

努力だけでなく、技術者間、企業

間、国を超えての技術交流によっ

て進むといえる。

今年は、4年に一度開かれてい

る世界地震工学会議の中間年にあ

たり、ヨーロッパ地震工学会議（8

月30日から9月3日にマケドニア

にて）、米国とカナダが合同で開

いた地震工学会議（7月25日から
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訪問」の第二回目として、9月13

日にスターツCAM株式会社を訪

問した。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

国際委員会の馮委員が6月28日

から7月2日の日程で、ロシアの

サンクトペテルブルグで開催され

た免震ワークショップ「Bridges

seismic isolation and large scale

modeling」に参加した。あまり情

報がないロシアの免震構造に関

する貴重な資料が得られた。ま

た、中国、台湾、米国などの研

究者の協力を得て、ベンチマー

ク建物の免震設計の比較を実施

している。さらに、書籍「考え

方・進め方 免震建築」の英語翻

訳作業の支援を行っており、こ

ちらは完成間近である。

資格制度委員会
委員長 長橋　純男

資格制度委員会は、当協会が

認定する「免震部建築施工管理

技術者」および「免震建物点検

技術者」の資格に関わる講習・

試験及び更新講習会の実施及び

その合否判定に関わる事業を担

当している。そこで、当該3カ月

間に2回の運営幹事会を開催し、

当委員会が今年度後半に開催す

る各事業の諸準備状況について

確認等を行った。なお、10月3日

（日）開催予定の『第11回免震部

建築施工管理技術者講習・試験』

には、例年の2倍を優に超える

579名の受験者が登録されたこと

に鑑み、当初予定していた『都

市センターホテル』から『ベル

サール渋谷ファースト』に会場

を変更することとした。
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を取りながら進めることとなっ

た「免震構造－部材の基本から

設計・施工まで」に関するダン

パー原稿作成が完了、9月末初校、

今後12月出版を目指している。

また、新たな知見（部材特性デー

タや評価方法）の調査・検討を進め

ており、WEB公開のデータを更新

したいと考えている。

応答制御部会
委員長 笠井　和彦

●パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

●制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の特性を共通評価する

ための13種類の制振ダンパー・デー

タシートをまとめ、MENSHIN原

稿を作成した（7/23, 9/30）。

また、第3回制振寺子屋を開催

するための幹事会（8/27）も開催し、

11月15日、16日に開催予定とし

た。参加者を募っています。

防耐火部会
副委員長 芳澤　利和

耐火設計ガイドブックの査読は

ほぼ終了。本年度末の発刊を目指

し引用文献等の許諾願いを作成

中。すべり支承の耐火性能確認用

試験体の製作が完了し、10月に

予備試験を行う予定。さらに免震

部材のJSSI承認基準の作成とル

ール化の整備を開始した。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

普及委員会運営幹事会を7月26

日、10月4日に開催した。各部会

の連携によって普及委員会の活動

を効率よくするのが目的で、その

時点での課題について検討してい

る。10月はフォーラムの総括と

今後の普及活動について議論し、

会員だけでなく出来るだけ外部に

情報発信できるようにする方法な

どについて検討した。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

9月1日に第13回免震フォーラ

ムを工学院大学 新宿キャンパス

で開催した。福岡大学 稲田教

授、 山教授はじめ6人の講師の

方から、建物の長寿命化に免制震

構造が果たす役割と課題等につい

て発表があった。215名の参加者

があり、関心の高さを感じた。

また、9月9～11日に富山大学

で開催された日本建築学会大会

に「免震フェア2010」を出展し

た。4回目の出展となる今回も展

示会場と免震体験車に多数の来

場者があった。

出版部会
委員長 加藤　晋平

出版部会の全体会議は7月 21

日（水）に開催された。8月25日

（火）発行予定の会誌69号の進行

状況の確認、次の70号の内容及

び執筆依頼について検討した。

9月1日開催の「免震フォーラ

ム」における出版部会の協力体

制の確認及びJSSIホームページ

を外部委託して改定中である事

も報告された。

また、今後も地方の免震プロ

ジェクトの会誌での紹介を進め

る事についても検討された。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

8月25日に第23回委員会を開

催した。「免震を普及させる」た

めのテーマと、進める上での個

別テーマについて継続的に討議

を行った。

「免震構造を採用する先端企業
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10月03日（日）

第11回免震部建築施工管理技術

者講習・試験

会場：東京・ベルサール渋谷ファ

ースト

11月07日（日）

第6回免震部建築施工管理技術者

/更新講習会

会場：東京・砂防会館

11月28日（日）

第4回免震建物点検技術者/更新講習会

会場：東京・新宿NSビル

02月05日（土）

第9回免震建物点検技術者講習・試験

会場：東京・砂防会館

維持管理委員会
委員長 沢田　研自

維持管理基準について前回の改

定から3年経過し、点検の現場で

いくつかの問題点が顕在化してき

たことから、最近の状況を踏まえ

部分改定を実施し、「免震建物の

維持管理基準-2010-」として10月

3日に出版いたしました。特にク

リアランスについて設計者、施工

者、点検技術者の共通認識がなく

混乱が見られたことから新たに章

を設け維持管理の立場から考え方

を提起しました。基本的考え方は、

最小・設計・施工クリアランスの

概念を導入し計測値は常に変化す

るとしたところにあり、今後設計

者、施工者、点検技術者の共通認

識として明確に定義されるための

第一歩としています。その他の問

題点ではコンプライアンスの観点

から点検業務の追うべき責任の明

確化、免震部材の取り付け部の老

朽化に対応する点検方法の明確化

等がありましたが、問題事例の集

積が少なく議論が尽くされていな

いことから今回の改訂では見送っ

ております。

新法人準備委員会
委員長 池永　雅良

総会終了後、所管官庁から協

会に各種要請があり、当初の予

定から早めた方が良いというこ

とになりました。時期は可能な

限り早くということで、8月4日

開催の委員会では準備期間を少

なくするため、必要最小限の検

討項目で進めることにし、準備

を進めました。9月3日の委員会

では、変更箇所を少なくし、組

織の構成もできるだけ現在の体

制で移行できるようにした定款

の変更案を作成しました。また、

移行にあたって作成しなければ

いけない公益目的支出計画につ

いては、公益事業を絞りこんだ

計画から広げた計画まで3通りの

シミュレーションを作成しまし

た。これらの委員会での検討結

果は運営委員会、理事会に報告

され、臨時総会にかけられるこ

とになりました。委員会として

の課題の検討は終了しましたが、

移行認可申請後の状況によって

新たな課題が出てくれば再開す

る予定です。
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日付 委員会名 開催場所 人数

7.2 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 事務局 12
7.2 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 10
7.6 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 7

7.7
 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/

 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG 
事務局 17

7.8 普及委員会/教育普及部会 〃 7
7.13 運営委員会 〃 14
7.14 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG・認定WG合同 〃 7
7.20 技術委員会/防耐火部会 〃 14
7.20 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG 〃 8
7.21 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」69号編集WG 〃 13
7.21 普及委員会/出版部会 〃 5
7.21 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 〃 14
7.21 維持管理委員会 〃 10
7.22 技術委員会/耐風設計部会 〃 5
7.23 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 6
7.26 普及委員会/運営幹事会 〃 6
7.27 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 13
7.28 資格制度委員会/運営幹事会 〃 10
7.28 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 日本青年館ホテル 会議室 7
7.30 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 事務局 6
8.4 新法人準備委員会 〃 7
8.18 国際委員会 〃 5
8.18 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 8
8.23 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG・認定WG合同 事務局 7
8.24 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG 〃 8
8.25 普及委員会/教育普及部会/第13回免震フォーラム打合せ 建築家会館3F小会議室 6
8.25 普及委員会/社会環境部会 〃 3

8.27
 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/

 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG 
事務局 14

8.27 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会・制振部材品質基準小委員会合同 〃 4
8.30 資格制度委員会/施工管理技術者審査部会 〃 5
8.30 技術委員会/耐風設計部会 建築家会館3F小会議室 6
9.1 資格制度委員会/運営幹事会 事務局 7
9.2 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 5
9.3 新法人準備委員会 〃 8
9.8 維持管理委員会 〃 6
9.14 運営委員会 〃 15
9.14 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 建築家会館3F大会議室 14
9.14 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 建築家会館1F大ホール 9
9.15 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG・認定WG合同 事務局 6
9.17 技術委員会/防耐火部会 〃 14
9.22 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG 〃 4
9.24 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 〃 10
9.27 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 13
9.29 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 7
9.29 普及委員会/教育普及部会 〃 8
9.30 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会合同 〃 11
9.30 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館3F大会議室 11

委員会活動報告（2010.7.1～2010.9.30）
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2010年10月31日現在） 

第1種正会員 96社

 第2種正会員 205名

 賛助会員 72社

　　　　　　　　 特別会員 6団体

会員名 業種または所属会員種別

退　会

第2種正会員 渡辺　亨 日本大学

賛助会員 進和建設工業（株） 建設業/建築

賛助会員 東北電力（株） 電力
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可

14_会員動向.qxd  10.11.15 4:12 PM  ページ 92



93会員動向

会員動向

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

 ｛｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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12/10 平成22年度免震建物点検技術者講習・試験申込受付締切り

12/16 通信理事会

12/27 業務終了

年末年始の休暇　　12/28～1/4

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

2 

9 

16 

23

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

2月
2/5 平成22年度免震建物点検者講習・試験（東京：砂防会館）

2/24 平成22年度第2回理事会（JSSI会議室）

2/25 会誌「MENSHIN」NO.71発行

2/下旬 平成22年度免震建物点検技術者試験/合格者発表

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

12月

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

2 

9 

16 
23/30

3 

10 

17 
24/31

4 

11 

18 

25

1月

1/17 通信理事会

1/28 新年賀詞交歓会（東京：明治記念館）

は、行事予定日など行事予定表（2010年12月～2011年2月）
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新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒141-8604 東京都品川区大崎一丁目5番1号大崎センタービル
Tel. 03-6665-4360 7 0120-57-7815 http://www.menseishin.com/
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〒103-0028 東京都中央区八重洲1-6-6 八重洲センタービル9階　TEL.03-5202-6865 FAX.03-5202-6848
e-mail menshin@group.bridgestone.co.jp

お問合わせ先

ホームページアドレス URL：http://www2.bridgestone-dp.jp/construction/antiseismic_rubber/

建設資材販売促進部　免震販売促進課

水平せん断試験風景

・免震部材を配置し応答計算を実行するソフト。
・告示計算と時刻歴解析の両手法での検討が可能。

・多様な模擬地震波を装備。
・ホームページより無償ダウンロード。

ブリヂストンの設計支援サービス

マルチラバーベアリングは、ゴムと鋼板でできたシンプルな構造。上下方向に硬く、水平
方向に柔らかい性能を持ち、地震時の揺れをソフトに吸収し、大切な人命を守ります。

ブリヂストン免震ゴム

免震部材配置計画支援プログラム

・最適積層ゴムサイズ
・解析結果

告示計算
GA　最適化

照査
N

Y

製品DB

確認

時刻歴応答解析

・柱座標
・軸力（長期／短期）
・積層ゴムタイプ

積層ゴムサイズ
の選定・配置

START

END 時刻歴解析による精査

上部構造物の
モデル入力

免震層の
荷重履歴曲線

NEW
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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111編集後記

震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

販 　 売  ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

国外では、尖閣諸島沖中国漁船衝突問題、国内
では、裁判員制度による死刑判決等においては、
状況を正確に把握して、的確に判断することが求
められました。建物の設計も同じで、敷地条件、
建物性能、経済性その他の事項を把握検討して適
切に判断することが求められ、あらゆる活動にお
いても必要なことです。しかし、すっきりした整
理が出来ない場合もよくあるものです。
今号の免震建築紹介及び訪問記には、より安心
安全な建物を求めて、免震建物にアクティブ制震
を組み込んだ高性能な免震建物が紹介されており
ますが、求められた性能を的確に判断して成しえ

た結果と思いました。
また免震建築のデータベースを構築して分析し
た結果、免震建物の分布が県内総生産に類似した
分布で、病院は人口分布に近く、災害時の機能維
持から全国的に免震化に関心がある事等興味深い
結果でありました。
震災を経験した建築主が学生に安全・安心で楽
しい生活をとの思いから出来た「代ゼミタワー」
に訪問取材した今回の編集WGは、小澤、猿田、世
良、藤波、浜辺さんの5名の方々でした。御苦労様
でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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